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第 1章総 則

(通則)

第 1条 この規則は、厚生労働省行政文書管理規則(平成 23年厚生労働省訓第 20号。以

下「管理規則」という。)に定めるもののほか、事務処理の適正化及び能率化を図るた

め、愛知労働局(以下「局Jとし、う。)における文書(図画及び電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録

をいう。以下「電子文書」とし寸。)を含む。以下同じ。)の取扱いについての必要な

事項を定めることを目的とする。

(定義)

第2条 この規則において「行政文書」とは、局の職員が職務上作成し、又は取得した文
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書であって、局の職員が組織的に用いるものとして、局が保有しているものをし寸。た

だし、公文書等の管理に関する法律(平成 21年法律第 66号)第2条第4項各号に掲げる

ものを除く。

2 この規則において「決裁文書」とは、局の意思決定の権限を有する者が押印、署名又

はこれらに類する行為(以下「押印等」という。)を行うことにより、その内容を局の

意思として決定し、又は確認した行政文書をしサ。

3 この規則において「文書管理システム」とは、総務省が、文書管理業務の業務・シス

テム最適化計画 (2007年(平成 19年)4月 13日各府省情報化統括責任者 (C10)連絡会

議決定)に基づき整備した政府全体で利用可能な一元的な文書管理システムをいう。

(文書取扱いの原則)

第3条 文書は、確実かっ迅速に処理し、かつ、常にその所在並びに処理の経過及び状況

を明らかにしておかなければならない。

2 文書は、原則としてA4半Ij左横書きとする。ただし、法令その他特に必要と認められ

るものについては、この限りでない。

3 文書は、原本と写しとの区別を明確にしなければならない。

(文書取扱事務)

第4条 総務部長は、局における文書取扱主任(総括)として、文書の取扱いに関する規

則類の整備、文書の取扱いに関する事務の指導監督、研修等の実施その他局における文

書の取扱いに関する事務を統括するものとする。

2 総務課長は、局における文書取扱主任(局)として、当該局における文書の整理及び

文書の取扱いに関する事務を掌握するものとし、総務課の職員のうちから文書取扱担当

者(局)を指名し、この規則により処理することとされた文書の取扱いに関する事務を

行わせることができる。

3 部長(雇用均等室長を含む。以下別の定めがある場合を除き同じ。)は、当該部(雇

用均等室を含む。以下別の定めがある場合を除き同じ。)における文書取扱主任(部)

として、当該部における文書の整理及び文書の取扱いに関する事務を掌握するものとし、
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当該部の職員のうちから文書取扱担当者(部)を指名し、この規則により処理すること

とされた文書の取扱いに関する事務を行わせることができる。

4 課長(室長(雇用均等室長を除く。)を含む。以下同じ。)は、当該課(室(雇用均

等室を除く。)を含む。以下同じ。)における文書取扱主任(課)として、当該課にお

ける文書の整理及び文書の取扱いに関する事務を掌握するものとし、当該課の職員のう

ちから文書取扱担当者(課)を指名し、この規則により処理することとされた文書の取

扱いに関する事務を行わせることができる。

(総務課備付簿冊)

第5条総務課に次の簿冊を備える。

公示訓令原簿(様式第 1号)

一 局収受文書台帳

一 局発議文書台帳

四 電報受付・送付簿(様式第2号)

五特殊取扱郵便物等収受簿(様式第3号)

六郵便物発送簿(様式第4号)

七料金後納郵便物差出票(様式第5号)

(各部備付簿冊)

第6条 各部に部収受文書台帳及び部発議文書台帳(以下「部文書台帳」という。)を備

える。

(電磁的記録媒体)

第7条 第5条第 2号及び第3号並びに前条に掲げる簿冊は、文書管理システムにより調

整するものとする。

2 前項に規定するもののほか、第 5条各号に掲げる簿冊は、電磁的記録媒体によって作

成することができる。

(各課備付簿冊)

第8条 雇用均等室及び各課は、その取り扱う文書の受付、送付、起案、供覧及び施行等
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の状況を常時把握するため、適宜の措置を講じなければならない。

(文書の番号及び登録)

第9条 愛知労働局長(以下「局長」としづ。)又は局あてに差し出された文書、局長又

は局の名で施行する文書には局号を、部長又は部あてに差し出された文書、部長又は部

の名で施行する文書には部号を付け、それぞれ局文書台帳又は部文書台帳に受付年月日、

局号又は部号、件名、発信者、受信者等を登録し、送付、起案、決裁及び施行ごとに年

月日その他必要な事項を記入しなければならない。

ただし、行政機関の保有する情報の公開に関する法律(平成 11年法律第 42号。以下

「↑青報公開法Jという。)第4条第 1項に規定する開示請求書等、行政機関の保有する

個人情報の保護に関する法律(平成 15年法律第 58号。以下「個人情報保護法」という o ) 

第 13条第 1項に規定する開示請求書、同法第 28条第 1項に規定する訂正請求書及び同

法第 37条第 1項に規定する利用停止請求書等(以下「開示請求書等」とし寸。)並びに

情報公開法第 9条第 1項の規定による通知等、個人情報保護法第 18条第 1項の規定によ

る通知、同法第 30条第 1項の規定による通知及び同法第 39条第 1項の規定による通知

等(以下「開示決定通知書等」としづ。)、親展文書(第 15条第2項に規定する場合を

除く。)、秘密封書(局長又は局あての文書(電子文書であるものを除く。)で、あって、

封書に秘密を要する旨の標示のあるものをいう。以下同じ。)に封入されている文書及

び秘密文書(秘密保全が必要で、関係者以外の者に知らせてはならない事項を記載した

文書。(通常の文書のほか、その他の書類、資料、図書、図表、写真、電文等記録され

たすべてのものをいう。)以下同じ。))については、局文書台帳又は部文書台帳への

記載等は要しない。

2 局文書台帳及び部文書台帳への登録は、発議文書については局発議文書台帳又は部発

議文書台帳に、収受文書については局収受文書台帳又は部収受文書台帳に行うものとす

る。

ただし、収受文書の処理に係る発議文書については局発議文書台帳又は部発議文書台

帳へ登録し、その備考欄に収受文書の番号を記載するものとし、発議文書の処理に係る
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収受文書については局発議文書台帳又は部発議文書台帳の備考欄に、収受文書の番号を

記載するものとする。

3 局号には、局の略字並びに「収」又は「発」の字、所掌の部(以下「主務部」としづ。)

の略字及び収受月日又は施行月日を冠するものとする。

4 部号には、局の略字、主務部の略字並びに「収」又は「発」の宇及び収受月日又は施

行月日を冠するものとする。

5 局号に用いる局の略字及び部号に用いる主務部の略字はそれぞれ別表第 1及び別表第

2により、局号及び部号の印の様式はそれぞれ様式第6号及び様式第 7号による。

(例外取扱文書)

第 10条 前条の規定により局号又は部号をつけて局文書台帳又は部文書台帳に登録すべ

き文書のうち、前条の規定によることを不適当と認めるものについては、局長の指示を

受けて、これと異なる取扱いをすることができる。

第2章文書の接受、送付及び移送

(文書の接受)

第 11条 局に送達される文書(開示請求書等を除く。)のうち、本庁舎に送達されるもの

については総務課において、広小路庁舎に送達されるものについては職業安定課におい

て接受する。ただし、開示請求書等については、企画室において接受し、処理すること

とする。

2 前項の規定にかかわらず、主務部又は所掌の課(室(雇用均等室を除く。)を含む。

以下「主務課Jとし寸。)に直接到達する文書(電子文書を含む。)の接受については、

当該主務部又は主務課において行うものとする。

(封書の開封)

第 12条 封書は開示請求書等又は封筒に秘密を要する旨の表示のあるもの等を除き、局長

又は局あてのものについては本庁舎は総務課、広小路庁舎は職業安定課が、その他のも

のについては主務部又は主務課が、それぞれ開封するものとする。
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(総務課及び職業安定課の登録文書)

第 13条 総務課又は職業安定課において接受した局長又は局あての文書(開示請求書等、

第 10条に規定する例外取扱文書、親展文書(第 15条第2項に規定する場合を除く。)、

秘密封書に封入されている文書及び秘密文書を除く。)のうち、総務部各課室又は職業

安定部各課室が所掌する文書は、直ちに、局号の印を押し、主務課に送付する。ただし、

当該文書が電子文書である場合にあっては、局号の印を押すことを要しない。

2 総務課又は職業安定課において接受した文書のうち、総務部長若しくは総務部又は職

業安定部長若しくは職業安定部あての文書(第 10条に規定する例外取扱文書、親展文書

(第 15条第 1項及び第2項に規定する場合を除く。)、秘密封書に封入されている文書

及び秘密文書を除く。)は、直ちに部号の印を押し、主務課に送付する。

3 前2項以外の文書については、直ちに、主務部に移送するものとする。

4 前 3項の文書のうち、 2部以上の所掌にわたるものについては、最も関係のある部に

送付するものとする。

(主務部主務課の登録文書)

第 14条 主務部(雇用均等室を除く。第2項において同じ。)において前条第3項の規定

により文書の移送を受けたときは、文書取扱担当者(部)は、直ちに、主務課に送付す

る。

2 主務課において前項及び前条の規定により文書の送付又は移送を受けたときは、文書

取扱担当者(課)は、直ちに、文書台帳に登録の必要がある文書について、局長又は局

あての文書については局号印を、部長又は部あての文書については部号印を押し、局文

書台帳又は部文書台帳に登録するものとする。ただし、当該文書が電子文書である場合

にあっては、局号の印又は部号の印を押すことを要しない。

3 第 11条第 2項の規定により接受した文書については、前条第 3項及び第4項の規定を

準用する。

(親展文書)

第 15条 総務課又は職業安定課において接受した文書のうち、局長あての親展文書(電子
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文書であるものを除く。)は、開封することなく直ちに局長に差し出さなければならな

し、。

ただし、局長が文書取扱担当者に開封を命じた場合はこの限りではない。

2 前項の親展文書のうち、処理を必要とするものについては、閲覧が終わった後、第 13

条及び第 14条の手続に付するものとする。

3 局長あて以外の親展文書(電子文書であるものを除く。)にあっては、開封すること

なく当該宛先に送付しなければならない。また、処理を必要とするものについては、閲

覧が終わった後、第 13条及び第 14条の手続きに付するものとする。

(秘密封書)

第 16条 秘密封書については、直ちに総務部長に差し出し、総務部長がこれを開封するも

のとする。

2 主務部において移送を受けた秘密封書(電子文書であるものを除く。)にあっては、

前条第3項の手続に準じて取り扱うものとする。

(誤配文書)

第 17条 総務課又は職業安定課に送達された文書のうち、誤って送達され、又は局所管外

である等接受してはならないものがあるときは、直ちに返却、回送その他適当な措置を

とらなければならない。

2 各部主務課において総務課又は職業安定課から送付又は移送を受けた文書のうち、他

部の所掌に属すると認められるものがあるときは、直ちに主務部に回送しなければなら

ない。

3 第 13条第 1項及び第 14条第2項の規定により配付された文書が開示請求書等である

ときは、当該配付を受けた主務部の長(以下「主務部長」としづ。)又は主務課の長(以

下「主務課長Jとしづ。)は、当該開示請求書等を企画室長に回付するものとする。

(特殊取扱郵便及び電報の接受)

第 18条 総務課又は職業安定課において書留郵便、現金書留郵便、配達証明郵便又は内容

証明郵便等を接受したときは、第 9条に規定する登録を要するものについては所定の手
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続を行った上、特殊取扱郵便物等収受簿に必要な事項を記入し、取扱者が押印等した上、

主務部主務課の受領者の押印等を受けなければならない。

2 総務課又は職業安定課において電報(電子郵便を含む)を接受したときは、電報受付

送付簿に必要な事項を記入し、取扱者が押印等した上、主務部主務課の受領者の押印等

を受けなければならない。

(受領印等)

第 19条 この章の規定により主務課が文書の送付を受けたときは、受領者は局文書台帳又

は部文書台11援に収受月日その他必要な事項を記入しなければならない。

2 この章の規定により主務部(雇用均等室を除く。)において主務課に文書を送付する

ときは、部文書台帳に所要事項を記入しなければならない。

第 3章文書の処理

(起案、供覧及び決裁)

第 20条 決裁文書の起案、文書の供覧その他の文書の処理は、原則として文書管理システ

ムを用いて行い、所定の決裁を受けなければならない。

2 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる決裁文書の起案については、当該各号に

定める方法により行うことができる。

電子化が困難な添付文書がある決裁文書の起案その他文書管理システムを用いて行

うことが適当でない決裁文書の起案であって、次号に掲げるもの以外のもの 起案用

紙(様式第8号及び様式第9号)又は文書管理システムから出力した起案用紙を用い

て行う方法

二 i 文書管理システムの利用環境に著しい制約があることにより、文書管理システムを

用いて決裁を行うことが困難な部署における起案 起案用紙(様式第8号及び様式第

9号)を用いて行う方法

3 文書の供覧については、第 1項の規定にかかわらず、一斉メール送信、当該文書に直

接押印等を求める等適宜の方法により行うことができる。
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4 決裁文書の起案は、原則として 1の案件ごとに行うものとする。ただし、同ーの案件

について 2以上の起案を要し、当該起案を個別に行うことによって業務の効率的な処理

に支障を来すときその他適当と認められるときは、 2以上の起案を一括して行うことが

できる。

5 決裁文書には、意思決定に至った経緯、基礎的資料その他関係資料を添付して決裁を

受けるものとする。

6 決裁文書には、管理規則j第 6条第 1項の文書管理者が同規則別表第 1に基づき定めた

「標準文書保存期間基準」に照らして該当する保存期間を記載しなければならない。

7 決裁文書に修正があった場合には、その経緯・経過等を記録し管理するものとする。

(専決)

第 21条 決裁を要するすべての決裁文書は、次の各号の区分により、専決の種類に関する

標示をしなければならない。

局長までの決裁を要するもの…………・ー ーー・ -…回目目…甲

主務部長までの決裁を要するもの…………… -………乙

主務課長までの決裁を要するもの・・ー・ーー………・・...丙

2 専決事項は、)3IJ表第 3に掲げる事項のうちから、局長が定めるものとし、別表第 3に

掲げる事項以外で、あっても同様に軽易な事項については、局長が専決事項を追加するこ

とができるものとする。

(収受文書の処理)

第 22条 主務課又は雇用均等室(以下「主務課等」という。)において文書の送付を受け

たときは、文書取扱担当者(課)又は雇用均等室の文書取扱担当者(部)は、所掌の係

等所要の者に対して、速やかに当該文書の配付を行わなければならない。

2 前項の配付を受けた所掌の係等は、速やかに起案、供覧その他の適宜の措置をとらな

ければならない。この場合において、必要があるときは、あらかじめ主務課長又は雇用

均等室長(以下「主務課長等」とし寸。)の指示を受けなければならない。特に、許認

可に関する文書等迅速な処理を必要とする文書の取扱いに当たっては、主務課長等は担
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当者に対して適切な指示を行うよう努めるとともに、主務課長等は重要なものについて

は主務部長に報告するものとする。

3 処理方針が定型化した窓口事務に関する文書(以下「窓口事務関係文書」という o ) 

であって、局長があらかじめ指定したもの又は処理台帳等が整備されているものについ

ては、前項の規定にかかわらず処理することができる。

4 主務課等において送付を受けた文書のうち各種手数料等として収入印紙を貼付してあ

るものについては、その金額が所定のものであるときは、これを消印し、過不足のある

場合は、当該文書提出者に返戻する措置をとるものとする。

(部内の決裁)

第 23条 主務課長等の決裁を終えた文書(施行できるもの及び文書管理システムにより決

裁を受けたものを除く。以下この条において同じ。)は、文書取扱担当者(課)又は所

掌の係等の職員が文書取扱担当者(部)に回付するものとする。

2 文書取扱担当者(課)又は所掌の係等の職員は、部内の他の課に関係のある文書につ

いて、文書取扱担当者(部)に回付する前に、当該課の長の決裁を受けるものとする。

この場合において、部内の複数課に関係、のある文書については、主務部長(雇用均等室

長を除く。)が適宜課長会議又は関係担当者会議を開いて処理することができる。

3 雇用均等室を除き、文書取扱担当者(部)は、第 1項の規定により文書の回付を受け

たときは、直ちに主務部長の決裁を受けなければならない。

4 文書取扱担当者(部)は、主務部長の決裁を終えた文書のうち、その専決で施行でき

るものについては、第4章に定める文書の施行の手続に付し、主務部長限りの閲覧にと

どめるものについては、部文書台帳の備考欄に閲覧済その他必要な事項を記入した上、

雇用均等室を除き、主務課に返付するものとする。

(局内合議文書)

第 24条 他の部に合議をする必要がある文書は、主務部長の決裁を終えた後、関係の部に

回付しなければならない。この場合において、複数の部に合議をする必要があるものの

うち総務部への合議が必要な場合は、総務部には最後に文書を回付するものとし、これ
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以外については、より関係のある部カミら順次これを回付するものとする。

(合議の便宜措置)

第 25条 前条の合議は、必要により次の措置によって省略することができる。

(1)軽微なもの及び特別な理由があるものについては、あらかじめ当該他の部と協議し、

又は文書の写しをその部に回付して意見の調整を行い、その旨を原議に記入するもの

とする。

(2) 至急に処理を必要とするときは、主務部長が総務部長に協議の上、関係部長会議を

主催して処理し、その旨を原議に記入するものとする。

(局長の決裁を受ける文書)

第 26条 主務部長の決裁又は前2条の合議を終えた文書のうち、第 21条の規定により局

長の決裁を受ける必要があるものは、総務部に回付し、必要に応じ企画室長の決裁を受

けた上で、総務課長、総務部長及び局長の決裁を受けなければならない。

2 前項の規定にかかわらず、処理方針が定型化したもの、その他特別の理由のあるもの

については、局長が認めた場合、総務課長及び総務部長の決裁を要しないものとするこ

とができる(経費を要するものは除く o )。

3 局長の決裁を終えた文書のうち、施行を要するものについては第4章に定める文書の

施行の手続に付し、その他の文書であって局長又は局あてに差し出されたものについて

は主務課等において局文書台帳の備考欄に決裁年月日等の他必要な事項を記入するもの

とする。

(至急文書等の取扱い)

第 27条 急を要する文書、秘密保全が必要な文書その他特別な事情のあるものについて

は、その事案に関して十分説明できる者が持回りで決裁を受ける等迅速的確に処理しな

ければならない。

(公印印刷文書の取扱し、)

第 28条 文書取扱担当者(部)又は文書取扱担当者(課)は、公印(厚生労働省公印規程

(厚生労働省訓第 22号)に定める公印をいう。以下同じ。)の印影を印刷した文書(合
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格証明書、身分を証明する証票その他これらに類する書類を含む。以下「公印印刷文書」

という。)の取扱いについて、文書名、印刷部数、交付部数、回収部数その他公印印刷

文書の管理に必要な事項を記録するなど適宜の措置を講じなければならない。

2 文書取扱担当者(部)又は文書取扱担当者(課)は、公印印刷文書を使用しようとす

るときは、当該文書に一連番号を付さなければならないo

3 文書取扱担当者(部)又は文書取扱担当者(課)は、公印印刷文書で不要となったも

のについて、これを回収の上、廃棄処分に付さなければならない。

(主務部長限りの文書処理)

第 29条 局長又は局あての文書について、これを主務部長限りで処理しようとするとき

は、文書取扱担当者(部)は、遅滞なくその旨を主務課に連絡しなければならない。

2 前項の規定により連絡を受けたときは、主務課は、局文書台帳の備考欄に必要な事項

を記入するものとする。

(加除訂正)

第 30条 主務課等以外において原議に重要な加除訂正をしようとするときは、主務課長等

に連絡して、その同意を得なければならない。

(文書のつづり方)

第 31条 文書(電子文書であるものを除く o )の処理に当たっては、同一案件に係るもの

を一括して綴らなければならない。ただし、やむを得ない事情がある場合は、この限り

でなし、。

2 前項ただし書の場合においては、その旨を当該文書の欄外に記入しなければならない。

第4章文書の施行

(発送)

第 32条 局から発送する文書(電子文書であるものを除く。)は、総務課において発送す

るものとする。ただし、執務時間外に発送しなければならない文書があるときは、あら

かじめ文書取扱担当者(課)は文書取扱担当者(部)にその旨を報告し、発送手続その
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他必要な事項についてその指示を受けなければならない。

2 局から発送する電子文書は、主務課等において発送するものとする。

(局長又は局名の文書の施行)

第 33条 局長又は局の名で施行する文書については、第 3章に定める手続によって決裁を

終えた後、主務課等において、局文書台帳に局号、施行年月日その他必要な事項を審査

し、浄書及び照合をした上、公印及び契印の押印を行い、発送するものとする。ただし、

開示決定通知書等、第 10条に規定する例外取扱文書及び局から発送する秘密文書につい

ては、局文書台帳への記載等を要しない。

2 前項の規定による浄書、照合、発送のための封入及び相包等は、主務課等において行

うものとする。

3 第 20条第 2項各号の規定により起案し決裁を終えたものについては、その原議に局号

の印を押し、第 1項の規定により発送した文書(開示決定通知書等は除く。)について

は、主務部又は主務課の施行に当たった者がその原議の施行の欄に押印した上、これを

主務課等の文書取扱担当者(課)又は文書取扱担当者(部)に回付するものとする。

4 局長又は局の名で施行する文書が電子文書である場合における第 1項及び第2項の規

定の適用については、第 1項中「浄書及び照合」とあるのは「確認」と、 「公印及び契

印の押印を行し、」とあるのは「電子署名の付与を行し、」と、第2項中「発送のための封

入及び梱包等」とあるのは「発送」と読み替えるものとする。

(部長名等の文書の施行)

第 34条 前条に規定する以外の施行文書については、第3章に定める手続によって決裁を

終えた後、主務課等において、部文書台帳に部号、施行年月日その他必要な事項を記入

し、浄書及び照合をした上、公印及び契印の押印を行い、発送するものとする。

2 第 20条第2項各号の規定により起案し決裁を終えたものについては、その原議に部号

の印を押し、前項の規定により発送した文書については、主務部又は主務課の施行に当

たった者がその原議の施行の欄に押印した上、これを主務課等の文書取扱担当者(課)

に回付するものとする。

13 



3 前条に規定する以外の施行文書が電子文書である場合における第 1項の規定の適用に

ついては、 「浄書及び照合」とあるのは「確認」と、 「公印及び契印の押印を行しリと

あるのは「電子署名の付与を行し、」と読み替えるものとする。

(公印及び契印の省略)

第 35条 第 33条第 1項及び前条第 1項の規定にかかわらず、本省、施設等機関、外局、

他の局、局内各部課室、労働基準監督署(支署)若しくは公共職業安定所(出張所)の

長又は他の地方機関の長に発送する施行文書(電子文書であるものを除く。)について

は、発信者名の下に I(公印省略)Jの文字を付記することにより、公印及び契印の押

印を省略することができる。

2 第 33条第4項及び前条第3項の規定にかかわらず、本省、施設等機関、外局、他の局、

局内各部課室、労働基準監?腎署(支署)又は公共職業安定所(出張所)の長に発送する

電子文書については、電子署名を省略することができる。

(公示、司11令等)

第 36条 公示、司11令等の施行については、公示司iI令原簿にそれぞれ所要事項を記入するも

のとする。

(記者発表)

第 37条 記者発表をする事案については、第3章に定める手続によって決裁を終えた後、

主務部において浄書及び照合をし、記者発表文を企画室に提出する。

2 企画室に提出する記者発表文が電子文書である場合における前項の規定の適用につい

ては、同項中「浄書及び照合」とあるのは「確認」と読み替えるものとする。

3 第 1項の規定により提出を受けたときは、企画室において記者発表文を配布し、主務

部は、文書管理システムに記者発表の年月日を登録する。

4 第 20条第2項各号の規定により起案し決裁を終えたものにおける前項の規定の適用

については、 「文書管理システム」とあるのは「原議」と、 「登録」とあるのは「記入」

と読み替えるものとする。

5 記者発表文の部数及び配布先は、企画室長が定める。

/ 
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(郵便及び電報)

第 38条 郵便により文書を発送するときは、郵便料金計器により年月日及び郵便料金を印

刷し、料金後納郵便物差出票に郵便物の種類、件数、金額その他必要な事項を記入する

こととし、この方法によることができない場合には、郵便物発送簿に発送年月日、宛先、

郵便の種類、郵便切手等その他必要な事項を記入するものとする。ただし、郵便料金後

納抜の場合には、郵便物発送簿の記入を省略することができることとする。

2 電報を発送するときは、電報受付送付簿に必要な事項を記入するものとする。

第5章秘密文書の取扱い

(秘密保全の必要がある文書)

第 39条 秘密文書は、秘密保全の必要の程度に応じ、次のいずれかに区分するものとする。

(J)極秘 秘密保全が高度に必要で、その漏えいが国の安全又は利益に損害を与える

おそれのある秘密をいう。

(2) 秘 極秘に次ぐ程度の秘密保全が必要で、関係者以外には知らせてはならない

秘密をいう。

2 他の官公庁から接受した秘密文書については、当該秘密文書の秘密区分を尊重して、

前項の基準に従い、極秘又は秘に区分するものとする。

3 前項の場合において、他の官公庁の指定した秘密区分に疑義が生じたときは、速やか

に当該官公庁と協議するものとする。

(秘密区分の指定)

第 40条 前条の区分を指定する者(以下「指定者」とし寸。)は、次のとおりとする。

(1)極秘 総務部長

(2)秘 主務課長等

2 主務課長等は、当該秘密文書について極秘に区分する必要があると認、めるときは、総

務部長に対して指定を申請しなければならない。なお、主務課長等が当該申請を行う際

には、事前lニ主務部長に諮るものとする。
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3 指定者は、第 1項の指定を行う場合には、当該指定を必要とする期間(以下「秘密保

全期間」という。)を併せて指定するものとする。ただし、あらかじめその期間を定め

がたいときは、この限りでない。

4 他の官公庁から接受した秘密文書に秘密保全期間が定められている場合には、当該秘

密保全期間を尊重することとして、前項の秘密保全期間を指定するものとする。

5指定者は、指定した秘密保全期間を変更し、又は秘密保全期間を指定しなかった秘密文

書について秘密保全期間を指定することができる。

6秘密文書が指定された秘密区分に該当しなくなったときは、その指定の例により当該指

定を解除しなければならない。

7指定者は、秘密区分の指定を必要最小限にとどめるものとする。

(秘密の保全)

第41条 秘密文書は、他の文書と区分して取り扱い、当該秘密文書の処理に関係ある者以

外の者には秘密の内容を漏らしてはならない。

(秘密文書の表示)

第 42条 秘密文書は、秘密区分及び秘密保全期間を表示しなければならなし、。この場合に

おける表示は、極秘に指定された秘密文書(以下「極秘文書」という o )にあっては極

秘印(様式第 10号)を、秘に指定された秘密文書(以下「秘文書」という。)にあって

は秘印(様式第 11号)を押印することによって行わなければならない。ただし、指定者

が表示すること又は極秘印若しくは秘印を押印することを不適当と認、めるときは、この

限りでない。

2 指定区分の指定が解除されたときは、極秘文書にあっては、極秘解除印(様式第 12号)

を、秘文書にあっては秘解除印(様式第 13号)を押印しなければならない。

(取扱責任者)

第 43条 主務課長等は、主務課等で作成した秘密文書の保管、配付又は送達について責任

を負うものとする。

2 秘密文書を接受した各部の長及び各課の長は、当該秘密文書の取扱いについて責任を
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負うものとする。

(極秘印等の管理)

第 44条 極秘印及び極秘解除印は総務部長が管理し、秘印及び秘解除印は雇用均等室及び

各課の長が管理する。

(秘密文書の登録)

第 45条 秘密文書については、雇用均等室及び各課の長が管理する秘密文書管理簿(様式

第 14号)に必要な事項を登録し、これ以外の台11長への登録は行わないこととする。

2 極秘文書については、前項によるほか、総務部長が管理する極秘文書管理簿(様式第

15号)に必要な事項を登録しなければならない。

(秘密文書の作成等)

第46条 秘密文書の作成にあたっては、当該秘密文書の作成部数を必要最小限にとどめる

ものとする。

2 極秘文書は複製しではならない。

3 秘文書は、指定者の承認を受けて複製することができる。

(秘密文書の配付等)

第 47条 秘密文書は、その作成部数及び配イ寸先を明確にし、極秘文書にあっては、一連番

号を記入してその所在を明らかにしておかなければならない。

(秘密文書の送達)

第48条 極秘文書は、主務課長等又は主務課長等が指定する者が封筒に入れて携行するこ

とにより送達するものとする。

2 秘文書は、主務課長等の指定する方法により送達するものとする。

(秘密文書の保管)

第 49条秘密文書は、施錠可能な場所に保管しなければならない。

(秘密文書の廃棄)

第 50条 秘密文書の廃棄は、すべて焼却又は復元不可能な程度の破棄によって行わなけれ

ばならないこととし、主務課長等はその確認を行うものとする。
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第6章補員Ij

(局号及び部号の更新)

第 51条 こ!の規則に規定する局号及び部号については、毎日更新するものとする。

(指導監督)

第 52条 総務部長は、定期及び随時に部長(総務部長を除く。)に対し文書の取扱いの状

況について報告を求め、及び監査を行うものとする。

2 総務課長は、定期及び随時に主務課等の保有する文書の取扱いの状況について監査を

行い、その結果を部長に報告するものとする。

(点、検)

第 53条 課長は、定期に、当該課室の保有する文書の取扱いの状況について点検を行うも

のとする。

2 課長(総務課長を除く。)は、点検結果を総務課長に報告するものとする。

(研修)

第 54条 局の職員の文書取扱事務に係る能力及び能率の向上を図るため、総務部において

研修を行うものとする。

(図面及び電子文書の取扱いの特則)

第 55条 図面及び電子文書の取扱いについでは、この規則によるほか、この規則によるこ

とができないか、又はこの規則によることが適当で、ない事項については、総務部長が定

めるところによる。

(他の法令との関係)

第 56条 行政文書の取扱いに闘しこの規則に規定する事項について、他の法律及びこれに

基づく命令に特別の定めがある場合は、その定めるところによる。

(開示請求書等の取扱いの特則)

第 57条 開示請求書等及び開示決定通知書等の取扱いについては、この規則によるほか、

通達等の指示がある場合は、その指示による。

(文書取扱いの細則)
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第 58条 この規則に定めるもののほか、局の文書取扱いに関する必要な事項は、総務部長

が定めるものとする。

附則

この規程は、平成 23年9月 1日から施行する。

附則 (平成 23年 11月 11日)

この規程は、平成 23年 10月 1日から施行する。

1 第5条の規定にかかわらず、当分の間は各部ごとに次の課に局文書台帳を備え付け、

各部文書取扱責任者が取扱い・保管・管理をする。

労働基準部・・・・監督課

一 職業安定部・・・・職業安定課

一 需給調整事業部・・需給調整事業第一課

四 雇用均等室・・・・雇用均等室

2 第5条の規定にかかわらず、当分の聞は職業安定課に次の簿冊を備え付け、文書取扱

責任者(課)が広小路庁舎における郵便物等の取扱い・保管・管理をする。

電報受付送付簿(様式第 2号)

一 特殊取扱郵便物等収受簿(様式第 3号)

一 郵便物発送簿(様式第4号)

四 郵便料金表示額記録簿(様式第5号)

3 第 32条第 1項において総務課とあるのは、当分の問、 「総務課又は職業安定課」と読

み替えるものとする。

附則

1 この規則は、平成 25年2月 15日から施行する。

2 この規則の施行の際現にある局号及び部号の印については、当分の問、これを取り

繕って使用することができる。

19 



3 第 7条第 1項中「文書管理システム」とあるのは、当分の問、「文書管理システム、

電磁的記録媒体又は紙」と読み替えるものとする。なお、電磁的記録媒体又は紙によ

り調製する場合における様式は、参考様式第 1号及び参考様式第 2号とし、第 6条の

簿冊の様式は、それぞれ参考様式第 1号及び参考様式第 2号に準ずる。

4 前項の規定により電磁的記録媒体又は紙により調製する場合、第 9条第 3項及び第

4項並びに第 51条の規定にかかわらず、従来の方法によることができる。

5 第 3項の規定により、第 5条第2号及び第 3号並びに第6条に掲げる簿冊を電磁的記

録媒体又は紙により調製する場合、第 33条第 1項中「審査」とあるのは、「記入」と読

み替えるものとする。

6 第 20条第 1項中「原則として文書管理システム」とあるのは、当分の問、 「文書管

理システム又は紙」と読み替えるものとする。

20 



別表第 1 (第9条第5項関係)

局名

愛知

略 字

愛労

別表第 2 (第 9条第5項関係)

青日 名 略 十~ー‘

総務部 総

労働基準部 基

職業安定部 女{ 

雇用均等室 均

需給調整事業部 需

局の略字

部の略字
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IJ'J-:lλU  ーす白止 、 正♂~j."-ヲ<'JI，ミ

専 決 事 項
専決者

部長 均等室長 課(室)民

ハ 紛個世別争古解労田働決向
-法第4条に基づく助ロ・指導に関する事項

O 

(2)労働基準 イ監督関係 -事す業るこ附と属寄宿舎の工事着手差し止め等命令に関 O 
部関係

-第関す12条るこ第と8項の規定に基づく平均賃金の決定に O 

-使用停止等処分基準に該当する事項に対して、
労働基準法第96条の3又は労働安全衛生法第98労働局長が指名した所

条寸三のるこ規と程によって労働局長名により使用停止を命 属の労働基準監督官

-該労労働働当安す局る長全事衛名項生にによ法対り第緊し9急9て条措、の同置規法を定的命に条ずよのるるこ規緊と定急に措よ置っにて 労働局長基が指準名監督した官所
属の労働 官

ロ賃金関係
管賃企金相・退談職室金に制閉度すにる関こす左ること

O 
O 

ハ労災補償 -職業病相談室に関すること O 
関係

(3)職業安定 イ労働者派 -労働者派遣法第48条に基づく指導及び助言に関
O 部関係 遣事業関 する軽易な事項

(ただし、 係 、血事業適正運営協左星会議 O 
イロにつ
いては東 ロ職業紹介 -職業安定法第4呂条の21こ基づく指導及び助言に
京労働 事業等関 関する軽易な事項(同法第33条の2に規定する無 O 
局、愛知 係 料職業紹介事業に関することを除く。)
労働局及 ハ港湾労働 港トロ湾ー雇ル用の秩実序施連に絡関会す議るのこ左構成員等による共同パ O び大阪労 対策関係
働局に
あっては 一地域改善 -同和-指関導係に住関民す等るにこ対する職業紹介業務等の企 O 需給調整 対策等閑 函I と

係 -雇す用るこ主とに対する啓発・指導事業の企画・指導に関 O 

ホ地域雇用 -広域就職促進計画の作成に関7ること O 
対策関係

へ障害者雇 -巡回職業相談の責 付=山の選定に関すること O 
用対策関 -就臓面接会の実施計画の作成に関すること O 
係

(4)雇用均等 イ男女雇用 -法第17条に基づく助回指導に関する事項 O 
室関係 機会均等 -る法事第項29条に基づく報告徴収、助日、指導に関す O 

関係
-機会均等調停ム議に関する軽易な事項 O 

ロ育児・介 -法第56条に基づく報告徴収、助回、指導に関す
護休業関 る事項 O 
係

ハ次世代育 -法第12条に基づく 般事業主行動計画を策定し
成支援対

-た寸働法晴旨久第事のへ12項届条の出(周の勧及知2告にびにが基関除づ般す乙く事る一)事業般項主事(行業勧動主告計行を画動除の計く)公画表のに労関

O 
策関係

O 

ーパトタイ -法 16条に基づく報告徴収 E回に闘する事項 O 
ム労働関 -法 21条に基づく助言指導に菊する事項 O 
f系 -均d 待遇調停会議に関する軽』 な事項 O 



様式第 1号(第 5条関係)

公示訓令原簿

訓令番号 原議番号 制定年月日 主務課 摘 要

第 号 第 号 月 日

件

名

訓令番号 原議番号 制定年月日 主務課 事商 要

第 号 第 号 月 日

件

名

訓令番号 原議番号 制定年月日 主務課 摘 要

第 号 第 号 月 日

{牛

名

司11令番号 原議番号 制定年月日 主務課 摘 要

第 号 第 号 月 日

{牛

名

(注) r摘要」欄には掲載官報番号その他参考となる事項を記入すること。



様式第 2号(第 5条関係)

電報受付送付簿

年 月 日 J戸〈之ι 者 電報局受信番号 発 信 者 受領者印

(注) 1 受信の場合は黒又は青字で、発信の場合は赤字で記入すること。

2 I受領者印」欄には発信の場合は業者の押印を受け、受信の場合は宛名人が押印すること。



様式第 3号(第 5条関係)

特殊取扱郵便等収受簿
局

部

課

収受年月日 受 信 者 名 特殊取扱の区分 発信者名 取扱者印受領者印 備 考

(注) 1 書留の場合は|備韮 J 番号を記入すること。 愛知様式



様式第4号(第 5条関係)

郵便物発送簿

発 送 郵便の 使用郵便 切手等 取扱者

件 名 タ~巴『 先

月 日 種類 言十 印

(注) 1 宛先欄は同一件名で 2件以上にわたる場合には、何々ほか何件と記入して差し支えないこと o

2 I使用郵便切手等」欄には切手の種類、葉書等の別に設けること。

3 郵便料金後納扱の場合は、 「使用郵便切手等J欄に合計金額を記入すること。

4 I取扱者印」欄には郵便物を発送した職員が押印すること。

4蔚 考



様式第 5号(第 5条関係)

郵便物の種類 特殊取扱の種類等

定 . ノ、ガキ 速達配達記録簡易書留

定外 ・小包 書留その他(

λ~ヒ， . ノ、ガキ 速達配達記録簡易書留

定外 ・小包 書留その他(

疋ム . ハガキ 速達配達記録 簡 易 書 留

定外 ・小包 書留その他(

λ-ヒ~ . ノ、ガキ 速達配達記録 簡 易 書 留

定外 ・小包 書留その他(

λ~ヒー・ . ノ、ガキ 速達配達記録 簡 易 書 留

定外 ・ 小包 書留その他(

定 . ハガキ 速達配達記録 簡 易 書 留

定外 ・ 小包 書留その他(

i口k 言十

料金後納郵便物差出票

量目別 個数 一個の料金

E以内 円

g以内 円

g以内 円

g以内 円

g以内 円

g以内 円

合計料金

円

円

円

円

円

円

平成年月日

課

品商 要



様式第 6号(第9条項関係)

局の名称

受付(施行)年月日

局の略字



様式第 7号(第9条項関係7

局の名称

受付(施行)年月日

局・部の

月日



様式第 8号(第 20条関係)

施 11' 注 意

局号・部号欄

標 題

局長

昔日 (室) 長

課(室)長

補佐

係長

起 案

決 裁

施 行

公 F~ 

J口X 

議

欄

保存期間 | 

年|甲「ー丙
平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日 ドロ

平成 年 月 日 F~ 

起案担当者職氏名印

部(室) 課(室) 係

庁内電話 番

総 務 総 ま若

部 長 課 長

ょ人L 画

室 長

労働保険

徴収課長

労働保険

適用課長

労働保険
事務組合室長

労働基準 監 督

部 長 課 長

労働時間

課 長

安 全

課 長

労働衛生

課 長

賃 金

課 長

労災補償

課 長

職業安定 職 業 安 定

部 長 課 長

職業対策

課 長

求職者支援

室 長

需給調整 需給調整

事業部長 事業課長

雇用均等

室 長

愛知労働局



様式第9号(第 20条関係)

愛知労働局



様式第10号(第42条関係) 様式第11号(第42条関係)

Omm 秘 10mm 
極 秘

指定者

有 . 無期限 mm 有 . 無期限 15mm 

年 月 日から 年 月 日から。mm lOmm 
年 月 日まで 年 月 日まで

、、 ノ に ノ

30mm 30mm 

様式第12号(第42条関係) 様式第13号(第42条関係)

lOmm 
極 秘 秘 角平 除

5mm 
角平 除

指定者 目mm

年 月 日 Omm 年 月 日 10mm 

、、 ノ に ノ

30mm 30mm 



様式第14号(第45条関係)

秘密文書管理簿

整理 秘密 作成・接受 主務

第 号 極秘・秘 年月 日

番号 区分 年月日 課名

{牛 文 書 番 号

年 月 日 年 月 日

名

作成・接受部数 吉日

'原 秘密保全期間区分 無期限 有期限

稿

等 秘密保全期間 年 月 日まで

の

処 秘密解除年月日 年 月 日

理

廃棄年月日 年 月 日 l

自己 布 廃 棄

備 考

番号 年月 日 配布先 受領印 年月 日

備

考



様式第15号(第45条関係)

極秘文書管理簿

整理 秘密 作成・接受 主務

第 号 極秘 年月 日

番号 区分 年 月 日 課名

文 書 番 号

件

年 月 日 年 月 日

名
作成・接受部数 吉日

秘密保全期間区分 無期限 有期限

関

4系、 秘密保全期間 年 月 日まで

連

絡
秘密解除年月日 年 月 日

先
廃棄年月日 年 月 日

備

考



参考様式第1号(附則第3項関係)

局収受文書台帳

文書番号 配 布 先
件 名(収受文書に付された番号・月日) 発信者 受信者 受領印 備 考

収受月日 配布月日

第 アロプ

月 日 月 日

第 アロプ

月 日 月 日

第 号

月 日 月 日

第 ?ロ7 

月 日 月 日

第 号

月 日 月 日

第 号

月 日 月 日

第 号

月 日 月 日

第 アロデ ' 

月 日 月 日

第 ア口プ

月 日 月 日

第 号

月 日 月 日



参 (附則第3項関係)

文書台帳

文書番号 起案課 起案月日
件 名 発信者 受信者 備 考

施行月日 起案者 決裁月日

第 烹口7 月 日

月 日 月 日

第 ア口王 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 ?口プ 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 烹ロデ 月 日

月 日 月 日

第 ?口T 月 日

月 日 月 日

第 ?口7 月 日

月 日 月 日



労働基準監督署文書取扱規則jを次のとおり改正する。

平成 25年 2月 15日

部内一般

愛知労働局長新宅友穂

労働基準監督署文書取扱規則

目 次

第 1章 総則(第 1条一第8条) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1

第2章文書の接受、送付及び移送(第9条一第 15条) 4 

第3章 文書の処理(第 16条一第 23条) ・・・・・・・・・・・・・・・・ 5

第4章 文書の施行(第 24条一第 28条) ・・・・・・・・・・・・・・・・ 8

第5章 秘密文書の取扱(第 29条一第 40条) ・・・・・・・・・・・・・ 10 

第6章 補則(第 41条一第 47条) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

附則・・・ 14

第 1章総 則

(通則)

第1条 この規則は、厚生労働省行政文書管理規則(平成 23年厚生労働省司iI第 20号。以

下「管理規則Jとし、う。)に定めるもののほか、事務処理の適正化及び能率化を図るた

め、愛知労働局管下の労働基準監督署(支署を含む。以下「署Jという o )における文

書(図画及び電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られた記録をしづ o 以下「電子文書」としづ。)を含む。以下

同じ。)の取扱いについての必要な事項を定めることを目的とする。

(定義)
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第2条 この規則において「行政文書Jとは、署の職員が職務上作成し、又は取得した文

書であって、署の職員が組織的に用いるものとして、署が保有しているものをいう。た

だし、公文書等の管理に関する法律(平成 21年法律第 66号)第2条第4項各号に掲げる

ものを除く。

2 この規則において「行政文書」とは、著の意思決定の権限を有する者が押印、署名又

はこれらに類する行為(以下「押印等」としづ。)を行うことにより、その内容を署の意

思として決定し、又は確認、した行政文書をし、う。

3 この規則において「文書管理システムJとは、総務省が、文書管理業務の業務・シス

テム最適化計画 (2007年(平成 1q年) 4月 13日各府省情報化統括責任者 (CIO)連絡

会議決定)に基づき整備した政府全体で利用可能な一元的な文書管理システムをし、う。

[文書取扱いの原則)

第 3条 文書は、確実かっ迅速に処理し、かつ、常にその所在並びに処理の経過及び状況

を明らかにしておかなければならなし日

2 文書は、原則としてA4判左横書きとする。ただし、法令その他特に必要と認められ

るものについては、この限りでない。

3 文書は、原本と写しとの区別を明確にしなければならない。

(文書取扱事務)

第4条 労働基準監督署長(支署長を含む。以下「署長」という。)は、当該署における

文書取扱主任(署)として、文書の取扱いに関する規則類の整備、文書の取扱いに関す

る事務の指導監F腎、研修等の実施、文書の整理及び文書の取扱いに関する事務を掌握す

るものとし、当該署の職員のうちから文書取扱担当者(署)を指名し、この規則により

処理することとされた文書の取扱いに関する事務を行わせることができる。

(備付簿冊)

第5条署に次の簿冊を備える。

収受文書台帳

一発議文書台帳
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三電報受付送付簿(様式第 1号)

四特殊取扱郵便物等収受簿(様式第2号)

五郵便物発送簿(様式第 3号)

六郵便料金表示額記録簿(様式第4号)

(電磁的記録媒体)

第6条 前条第 1号及び第 2号に掲げる簿冊は、文書管理システムにより調製するものと

する。

2 前項に規定するもののほか、前条各号に掲げる簿冊は、電磁的記録媒体によって作成

することができる。

(文書の番号及び登録)

第7条 署長又は署あてに差し出された文書、署長又は暑の名で施行する文書には署号を

付け、収受文書台帳及び発議文書台帳(以下「文書台帳」という。)に受付年月日、署

号、件名、発信者、受信者等を登録し、送付、起案、決裁及び施行ごとに年月日その他

必要な事項を記入しなければならない。

~ただし、親展文書(第 12条第 2項に規定する場合を除く。)、秘密封書(署長又は

署あての文書(電子文書であるものを除く。)で、あって、封書に秘密を要する旨の標示

のあるものをいう。以下同じ。)に封入されている文書及び秘密文書(秘密保全が必要

で、関係者以外の者に知らせてはならない事項を記載した文書(通常の文書のほか、そ

の他の書類、資料、図書、図表、写真、電文等記録されたすべてのものをいう。以下同

じ。)については、文書台帳への記入等は要しない。

2 文書台帳への登録は、発議文書については発議文書台帳に、収受文書については収受

文書台帳に行うものとする。

ただし、収受文書の処理に係る発議文書については発議文書台帳へ登録し、その備考

欄に収受文書の番号を記載するものとし、発議文書の処理に係る収受文書については発

議文書台帳の備考欄に、収受文書の番号を記載するものとする。

3 署号には、署の略字並びに「収」又は「発」の字及び収受月日又は施行月日を冠する
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ものとする。

4 署号に用いる署の略字は別表第 1により、署号の印の様式は様式第 5号によるものと

する。

(例外取扱文書)

第8条 署長若しくは署あてに差し出された文書又は署長若しくは署の名で施行する文書

のうち、前条の規定によることを不適当と認めるものについては、署長の指示を受けて、

これと異なる取扱いをすることができる。

第2章 文書の接受、送付及び移送

(文書の接受)

第9条 署に送達される文書は業務課又は監督課 (2課制署にあっては監督・安衛課又は

監督課。)以下「文書主管課」としづ。)において接受する。

2 前項の規定にかかわらず、主務課(方面を含む。以下同じ。)に直接到達する文書

(電子文書を含む。)の接受については、当該主務課において行うものとする。

(封書の開封)

第 10条 封書は封筒に秘密を要する旨の表示のあるもの等を除き、署長又は署あてのもの

については文書主管課が、その他のものについては主務課が、それぞれ開封するものと

する。

(登録文書)

第 11条文書苧課において接受した文書側条に規定する例外取扱文書、親展文書(第

12条第2項に規定する場合を除く。)、秘密封書に封入されている文書及び秘密文書を

除く。)のうち、署長又は署あての文書は、直ちに、署号の印を押し、文書台帳に登録

して、主務課に送付する。ただし、当該文書が電子文書である場合にあっては、署号の

印を押すことを要しない。

2 前項のうち、 2つ以上の課の所掌にわたるものについては、最も関係のある課に送付

するものとする。
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3 第9条第2項の規定により収受した文書のうち、署長又は署あてのものについては文

書主管課に送付し、第 1項の手続きに付する。

(親展文書)

第 12条 文書主管課において接受した文書のうち、署長あての親展文書(電子文書である

ものを除く。)は、開封することなく直ちに署長に差し出さなければならない。

2 前項の親展文書のうち、処理を必要とするものについては、閲覧が終わった後、前条

の手続に付するものとする。

3 署長あて以外の親展文書(電子文書であるものを除く。)にあっては、開封すること

なく当該宛先に送付しなければならない。

(秘密封書)

第 13条 文書主管課において接受した文書のうち、秘密封書については、直ちに署長に差

し出し、署長がこれを開封するものとする。

(誤配文書)

第 14条 文書主管課に送達された文書のうち、誤って送達され、又は署の所管外である等

接受してはならないものがあるときは、直ちに返却、回送その他適当な措置をとらなけ

ればならない。

(特殊取扱郵便及び電報の接受)

第 15条 文書主管課において書留郵便、現金書留郵便、配達証明郵便又は内容証明郵便等

を接受したときは、第 7条に規定する登録を要するものについては所定の手続を行った

上、特殊取扱郵便物等収受簿に必要な事項を記入し、取扱者が押印等した上、主務課の

受領者の押印等を受けなければならない。

2 文書主管課において電報を接受したときは、電報受付送付簿に必要な事項を記入し、

取扱者が押印等した上、主務課の受領者の押印等を受けなければならない。

第3章文書の処理

(起案、供覧及び決裁)
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第 16条 決裁文書の起案、文書の供覧その他の文書の処理は、原則として文書管理システ

ムを用いて行い、所定の決裁を受けなければならない。ただし、別表第 2において専決

者が署長が指名した所属の労働基準監督官、地方産業安全専門官、地方労働衛生専門官

その他の職員と定められている専決事項に係る決裁文書の起案については、この限りで

はない。

2 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる決裁文書の起案については、当該各号に

定める方法により行うことができる。

一 電子化が困難な添付文書がある決裁文書の起案その他文書管理システムを用いて行

うことが適当でない決裁文書の起案であって、次号に掲げるもの以外のもの 起案用

紙(様式第6号及び第 7号)又は文書管理システムから出力した起案用紙を用いて行

う方法

二 文書管理システムの利用環境に著しい制約があることにより、文書管理システムを

用いて決裁を行うことが困難な部署における起案 起案用紙(様式第 6号及び7号)

を用いて行う方法

3 文書の供覧については、第 1項の規定にかかわらず、一斉メール送信、当該文書に直

接認印を求める等適宜の方法により行うことができる。

4 決裁文書の起案は、原則として 1の案件ごとに行うものとする。ただし、同一の案件

について 2以上の起案を要し、当該起案を個別に行うことによって業務の効率的な処理

に支障を来すときその他適当と認められるときは、 2以上の起案を一括して行うことが

できる。

5 決裁文書には、意思決定に至った経緯、基礎的資料その他関係資料を添付して決裁を

受けるものとする。

6 決裁文書には、管理規則第6条第 1項の文書管理者が同規則別表 1に基づき定めた「標

準文書保存期間基準」に照らして該当する保存期間を記載しなければならない。

7 決裁文書に修正があった場合には、その経緯・経過等を記録し管理するものとする。

(専決)
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第 17条 決裁を要するすべての決裁文書は、次の各号の区分により、専決の種類に関する

標示をしなければならない。

署長までの決裁を要するもの・・・・・ ・・・ ・・・ ・ーーー ー印

主務次長までの決裁を要するもの・.....................……・乙

主務課長までの決裁を要するもの…………………ー…・丙

2 専決事項は、別表第2に掲げる事項とし、別表第2に掲げる事項以外であっても同様

に軽易な事項については、署長が専決事項を追加することができるものとする。

(収受文書の処理)

第 18条 第 11条の規定により文書の送付を受けた主務課長は、主務担当者に、速やかに

立案、供覧その他の適宜の措置をとらせなければならない。この場合において、主務課

長は、あらかじめ必要な指示を行わなければならない。また、重要なものについては署

長に報告するものとする。

2 処理方針が定型化した窓口事務に関する文書で、あって、署長があらかじめ指定したも

の又は処理台帳等が整備されているものについては、前項の規定にかかわらず処理する

ことができる。

3 主務課において送付を受けた文書のうち各種手数料等として収入印紙を貼付しである

ものについては、その金額が所定のものであるときは、これを消印し、過不足のある場

合は、当該文書提出者に返戻する措置をとるものとする。

(決裁)

第 19条 署長の決裁を受けるときは、主務課長の決裁を終えた文書(文書管理システムに

より決裁を受けたものを除く。以下この条において同じ。)を回付するものとする。

ただし、次長を置く署にあっては、署長に回付する前に主務次長の決裁を受けなけれ

ばならない。

2 他の課に関係のある文書については、署長に回付する前に、当該課の長等の決裁を受

けるものとする。

3 文書取扱担当者(署)は、主務課長、主務次長又は署長の決裁を終えた文書のうち、
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施行を要するものについては、第4章に定める文書の施行の手続きに付するものとする。

(至急文書等の取扱い)

第 20条 急を要する文書、秘密保全が必要な文書その他特別な事情のあるものについて

は、その事案に関して充分説明できる者が持回りで決裁を受ける等迅速的確に処理しな

ければならない。

(公印印刷文書の取扱い)

第 21条 文書取扱担当者(署)は、公印(厚生労働省公印規程(厚生労働省司11第 22号)

に定める公印をしづ。以下同じ。)の印影を印刷した文書(合格証明書、身分を証明す

る証票その他これらに類する書類を含む。以下「公印印刷文書」としサ。)の取扱いに

ついて、文書名、印刷部数、交付部数、回収部数その他公印印刷文書の管理に必要な事

項を記録するなど適宜の措置を講じなければならない。

2 文書取扱担当者(署)は、公印印刷文書を使用しようとするときは、当該文書に一連

番号を付さなければならない。

3 文書取扱担当者(署)は、公印印刷文書で不要となったものについて、これを回収の

上、廃棄処分に付さなければならない。

(加除訂IE)

第 22条 主務課以外において原議に重要な加除訂正をしようとするときは、主務課長に連

絡して、その同意を得なければならない。

(文書のつづり方)

第 23条 文書(電子文書であるものを除く。)の処理に当たっては、同一案件に係るもの

を一括してつづらなければならない。ただし、やむを得ない事情がある場合は、この限

りでない。

2 前項ただし書の場合においては、その旨を当該文書の欄外に記入しなければならない。

第4章文書の施行

(発送)
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第 24条 署から発送する文書(電子文書であるものを除く。)は、文書主管課において発

送するものとする。ただし、執務時間外に発送しなければならない文書があるときは、

あらかじめ文書取扱担当者(署)にその旨を報告し、発送手続その他必要な事項につい

てその指示を受けなければならない。

2 暑から発送する電子文書は、主務課において発送するものとする。

(署長又は署名の文書の施行)

第 25条 署長又は署の名で施行する文書については、第3章に定める手続によって決裁を

終えた後、文書主管課において、又は署長が、文書台帳に署号、施行年月日その他必要

な事項を審査し、浄書及び照合をした上、公印及び契印の押印を行い、発送するものと

する。ただし、第8条に規定する例外取扱文書及び署から発送する秘密文書については、

文書台帳への記入等を要しない。

2 前項の規定による浄書、発送のための封入及び梱包等は、主務課において行うものと

する。

3 第 16条第2項各号の規定により起案し決裁を終えたものについては、原議に所号の印

を押し、第 1項の規定により発送した文書については、主務課の施行に当たった者がそ

の原議の施行の欄に押印した上、これを主務課に保管する、又は文書取扱担当者(署)

に回付するものとする。

4 署長又は署の名で施行する文書が電子文書である場合における第 1項及び第2項の規

定の適用については、第 1項中「浄書及び照合」とあるのは「確認」と、 「公印及び契

印の押印を行し、」とあるのは「電子署名の付与を行し、」と、第 2項中「発送のための封

入及び梱包等」とあるのは「発送」と読み替えるものとする。

(公印及び契印の省略)

第 26条 前条第 1項の規定にかかわらず、本省、施設等機関、外局、他の局、局、労働基

準監督署(支署)若しくは公共職業安定所(出張所)の長又は他の地方機関の長に発送

する施行文書(電子文書であるものを除く。)については、発信者名の下に r(公印省

略)Jの文字を付記することにより、公印及び契印の押印を省略することができる。
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2 前条第4項の規定にかかわらず、本省、施設等機関、外局、他の局、局、労働基準監

督署(支署)又は公共職業安定所(出張所)の長に発送する電子文書についでは、電子

署名を省略することができる。

(記者発表)

第 27条 記者発表をする事案については、第3章に定める手続によって決裁を受け、別途

定められた広報活動の推進要綱等により、局主務課と連携をとって行うこととする。ま

た、記者発表をした事案については、主務課において文書管理システムに記者発表等の

年月日を記入する。

2 第 16条第 2項各号の規定により起案し決裁を終えたものにおける第 1項の規定の適

用については、「文書管理システム」とあるのは「原議」と、「登録」とあるのは「記入」

と読み替えるものとする。

(郵便及び電報)

第 28条 郵便により文書を発送するときは、郵便料金計器により年月日及び郵便料金を印

刷し、郵便料金表示額記録簿に件数、金額その他必要な事項を記入することとし、この

方法によることができない場合には、郵便物発送簿に発送年月日、使用枚数、金額その

他必要な事項を記入するものとする。ただし、郵便料金後納扱の場合には郵便物発送簿

の記入を省略することができる。

2 電報を発送するときは、電報受付送付簿に必要な事項を記入するものとする。

第5章秘密文書の取扱い

(秘密保全の必要がある文書)

第 29条 秘密文書は、秘密保全の必要の程度にJぶじ、次のいずれかに区分するものとする。

(j)極秘 秘密保全が高度に必要で、、その漏えいが国の安全又は利益に損害を与える

おそれのある秘密をいう。

(2)秘 極秘に次ぐ程度の秘密保全が必要で、関係者以外には知らせてはならない

秘密をいう。
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2 他の官公庁から接受した秘密文書については、当該秘密文書の秘密区分を尊重して、

前項の基準に従い、極秘又は秘に区分するものとする。

3 前項の場合において、他の官公庁の指定した秘密区分に疑義が生じたときは、速やか

に当該官公庁と協議するものとする。

(秘密区分の指定)

第 30条前条の区分を指定するもの(以下「指定者」という。)は、次のとおりとする。

([)極秘 署長

(2)秘 主務課長

2 主務課長は、当該秘密文書について極秘に区分する必要があると認めるときは、署長

に対して指定を申請しなければならない。

3 指定者は、第1項の指定を行う場合には、当該指定を必要とする期間(以下「秘密保

全期間Jとしづ。)を併せて指定するものとする。ただし、あらかじめその期間を定め

がたいときは、この限りでない。

4 他の官公庁から接受した秘密文書に秘密保全期間が定められている場合には、当該秘

密保全期間を尊重し、前項の秘密保全期間を指定するものとする。

5 指定者は、指定した秘密保全期間を変更し、又は秘密保全期間を指定しなかった秘密

文書について秘密保全期間を指定することができる。

6 秘密文書が指定された秘密区分に該当しなくなったときは、その指定の例により当該

指定を解除しなければならない。

7 指定者は、秘密区分の指定を必要最小限にとどめるものとする。

(秘密の保全)

第 31条 秘密文書は、他の文書と区分して取り扱い、当該秘密文書の処理に関係ある者以

外の者には秘密の内容を漏らしてはならない。

(秘密文書の表示)

第 32条 秘密文書は、秘密区分及び秘密保全期間を表示しなければならない。この場合に

おける表示は、極秘に指定された秘密文書(以下「極秘文書」とし寸。)にあっては極
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秘印(様式第8号)を、秘に指定された秘密文書(以下「秘文書Jという。)にあって

は秘印(様式第 9号)を押印することによって行わなければならない。ただし、指定者

が表示すること又は極秘印若しくは秘印を押印することを不適当と認めるときは、この

限りでない。

2 指定区分の指定が解除されたときは、極秘文書にあっては、極秘解除印(様式第 10号)

を、秘文書にあっては秘解除印(様式第 11号)を押印しなければならない。

(取扱責任者)

第 33条 主務課長は、当該主務課で作成した秘密文書の保管、配付又は送達について責任

を負うものとする。

2 秘密文書を接受した署長及び各主務課長は、当該秘密文書の取扱いについて責任を負

うものとする。

(極秘印等の管理)

第 34条 極秘印及び極秘解除印は署長が管理し、秘印及び秘解除印は主務課長が管理す

る。

(秘密文書の登録)

第 35条 秘密文書については、主務課長が管理する秘密文書管理簿(様式第 12号)に必

要な事項を登録しなければならない。 2 極秘文書については、前項によるほか、署長が

管理する極 秘文書管理簿(様式第 13号)に必要な事項を登録し、これ以外の台11長への登

録は行わないこととする。

(秘密文書の作成等)

第 36条 秘密文書の作成にあたっては、当該秘密文書の作成部数を必要最小限にとどめる

ものとする。

2 極秘文書は複製しではならない。

3 秘文書は、指定者の承認を受けて複製することができる。

(秘密文書の配付等)

第 37条 秘密文書は、その作成部数及び、配付先を明確にし、極秘文書にあっては、 連番
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号を記入してその所在を明らかにしておかなければならない。

(秘密文書の送達)

第 38条 極秘文書は、主務課長又は主務課長が指定する者が封筒に入れて携行することに

より送達するものとする。

2 秘文書は、主務課長の指定する方法により送達するものとする。

(秘密文書の保管)

第 39条 秘密文書は、施錠可能な場所に保管しなければならない。

(秘密文書の廃棄)

第 40条 秘密文書の廃棄は、すべて焼却又は復元不可能な程度の破棄によって行わなけれ

ばならないこととし、主務課長はその確認を行うものとする。

第6章補則

(所号の更新)

第 41条 この規則に規定する署号については、毎日更新するものとする。

(報告)

第 42条 署長は、定期及び随時に主務課長に対し文書の取扱いの状況について報告を求め

るものとする。

(点検)

第 43条 主務課長は、定期に、当該課の保有する文書の取扱いの状況について点検を行う

ものとする。

2 主務課長(文書主管課の長を除く。)は、点検結果を文書主管課の長に報告するもの

とする。

(研修)

第 44条 署の職員の文書取扱事務に係る能力及び能率の向上を図るため、暑において研修

を行うものとする。

(図面及び電子文書の取扱いの特則)
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第 45条 図面及び電子文書の取扱いについては、この規則によるほか、この規則によるこ

とができないか、又はこの規則によることが適当でない事項については、署長が定める

ところによる。

(他の法令との関係)

第 46条 行政文書の取扱いに関しこの規則に規定する事項について、他の法律及びこれに

基づく命令に特別の定めがある場合は、その定めるところによる。

(文書取扱いの細則)

第 47条 この規則に定めるもののほか、署の文書取扱いに関する必要な事項は、署長が定

めるものとする。

附則

この規程は、平成 23年9月 1日から施行する。

附則

1 この規則は、平成 25年 2月 15日から施行する。

2 この規則の施行の際現にある署号の印については、当分の問、これを取り繕って使用

することができる。

3 第6条第 1項中「文書管理システム」とあるのは、当分の問、「文書管理システム、電

磁的記録媒体又は紙」と読み替えるものとする。なお、電磁的記録媒体又は紙により調

製する場合における様式は、参考様式第 1号及び参考様式第 2号とする。

4 前項の規定により、電磁的記録媒体又は紙により調製する場合、第 7条第3項及び第

41条の規定にかかわらず、従来の方法によることができる。

5 第3項の規定により、第5条第 1号及び第 2号に掲げる簿冊を電磁的記録媒体又は紙

により調製する場合、第 25条第 1項中「審査」とあるのは、「記入」と読み替えるもの

とする。

6 第 16条第 1項中「原則として文書管理システム」とあるのは、当分の問、 「文書管理

システム又は紙」と読み替えるものとする。
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別表第 1 (第 7条第4項関係)暑の略字

者 名 署号略字

名古 屋北労働基準監督署 名 古 屋 ヰヒ 基 署

名古屋東労働基準監督署 名 古 屋 東 基 署

名古屋南労働基準監督署 名 古 屋 南 基 署

名古屋西労働基準監督署 名 古 屋 西 基 署

豊矯労働基準監 替署 豊 橋 基 署

岡崎労働基準監督署 岡 崎 基 署

一宮労働基準監 督署 宮 基 署

半田 労働基準監督署 半 田 基 署

刈谷労働基準監督署 刈 谷 基 署

豊 岡 労働基準監替署 豊 田 基 署

瀬戸労働基準監督署 瀬 戸 基 署

津島労働基準監督署 津 島 基 署

江南労働基準監 督署 江 南 基 署

岡崎労働基準監督署西尾支署 西 尾 基 署



別表第2 (第17条第2項関係) 労働基準監督署専決基準

専 決 事 項

〔各課共通事項]

1.申請、報告、届出及び通知¢処理に関する軽易な事項

(1)部外関係、事務

イ.労働基準法関係

.貯蓄金管理に関する協定届

. 1ヶ月単位の変形労働時間制に関する協定届

• 1年単位の変形労働時間制に関する協定届

• 1週間単位の非定型的変形労働時間制に関する

協定届

-非常災害等の理由による労働時間延長・休日

労働届

・時間外労働・休日労働に関する協定届

.事業財卜労働に関する協定届

-専門業務型裁量労働制に関する協定届

.企画業務型裁量労働制に関する決議届

.労使委員会設置届

・企画業務型裁量労働制に関する報告

-時間外労働・休日労働に関する労使委員会の

決議届

-就業規tll踊・変更届

・寄宿舎規制居、変更届

-寄宿舎設置・移転・変更届

ロ朔日輔の設定の改善に関 叩l鵬 鵬 | 
-時間外労働・休日労働に関する労働時間等設定

改善委員会の決議届

ハ.家内労働悩関係

-委託伏況届

専 決 者

次長若しくは主務課長(方面制

署は主務主任監督官)

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 



専 決 事 項 専 決 者

ニ.労働安全衛生規則関係 次長若しくは主務課長(方面制

-共同企業体代表者届 署は主務主任監賢官)

-定期健康診断結果報告書 H 

-総括安全衛生管理者・安全管理者・偉往管理 H 

者・産業医選任報告

-労働者死{第丙報告(様式第 23号) H 

-労働者死傷病報告(様式第24号) 11 

-特定元方事業者等の事業開始報告 11 

-適用事業報告 11 

ホ ボイラー及び圧力容器安全規則関係

-ボイラー・圧力容器似下ボイラ一等とい 11 

う)落成検査申誇書(検査合否決定に関する

ことを除く)

-ボイラ一等検査証再交付書替申請書 11 

-ボイラ一等性帥査申請書(検査合否決定に 11 

関することを除く)

-ボイラー等変更検査申請書(検査合否決定に 11 

関することを除く)

-ボイラ一割吏用再開検査申請書(検査合否決 11 

定に関することを除く)

-小型ボイラー設置報告書 11 

ヘクレーン等安全規則関係

-クレーン等落成検査申請書(検査合否決定に 11 

関することを除く)

-クレーン等検査証再交付書替申誇書 11 

-クレーン等設置報告書 11 

-クレーン等性樹鐘申請書(検査合否決定に 11 

関することを除く)



専 決 事 項

-クレーン等変更検査申請書(検査合否決定に

関することを除く)

・クレーン等使用再開検査申請書(検査合否決定に

関することを除く)

ト ゴンドラ安封胴闘系

・ゴンドラ検査証再交付書替申請書

・ゴンドラ性能検査申請書(検査合否決定に関する

ことを除く)

・ゴンドラ変更検査申請書(検査合否決定に関する

ことを除く)

・ゴンドラ使用再開検査申請書(検査合否決定に

関することを除く)

チ.電持勧娩す線障害防止規則開芽、

-割防長射線健康診断結果議告書

リ 四アノレキノL鉛中毒予防規則関係

-四アルキノゆ合健康診断結果報告書

ヌ鉛中毒予防規則関係

-告白喉掠診断結果皐臣告書

ル有機溶剤中毒予防規則関係

-有;機溶剤等健康診断結果報告書

ヲ，特定化学物質障害防止規則関係

・特定化学物質等健康診断結果報告書

ワ 高気圧作業安全衛生規則闘系

-高気圧業務健康診断結果報告書

カ.石綿障害予防規則関係

-石綿健康診断結鼎R告書

ヨ.除染電離則関係、

-除染等電離放射線健康診断結果皐R告書

専 決 者

次長若しくは主務課長(方面市J
暑は主務主任監督官)

11 

11 

11 

f 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 

11 



専 決 事 項 専 決 者

タ.その他 次長若しくは主務課長(方面制
-特定機械等休止・廃止報告 署は主務主位詮賢官)

-特定機械朝t行検部吉果識告 11 

ソ.労災保険関係

-保険関係成立届 次長若しくは主務課長

-任意加入申請書 11 

-任意適用事業¢保険関係消滅申込 11 

-労働保険料陣内入証明書 11 

-保険料申告書 11 

-下請負人を事業主とする認可申請書 11 

-一括有期事業開始届 11 

-櫛樟業一指阿・追加・取消申請書 11 

-組織簿業一樹め、取消し変更等申請書 11 

-代理人選任 t糊壬)届 11 

-保険施設の利用承認申請 11 

-労{動保険料還付請求書 11 

-施行規則第47条の規濯による変更届 11 

-労矧呆険の保隣合付通知及び自動車損害賠償 11 

. f!i'議対員害賠償額についての照会 11 

-損害賠償請求の予告 11 

-労倒呆険事務処理讃壬届 11 

-労働呆険事務紐合認可申請書 11 



専 決 事 項

-労働保険事務紐合認可申請書器事事項等

変更届

-労働保険事務組合労働呆険番号(基幹番号)

追加付与届

・労働保険事務組合業務廃止届

.特')jl的日入申請書

-特)jlj加入に関する変更届

.特')jl的日入脱退屈

-特別加入者に係る給付基礎日額変更申請書

(2)部内関係事務

イ監督関係

-建設掛目互通報制度に関する報告(醐寺報告)

・賃金不払朝牛、貯蓄金返還不能事件及び工賃

不払新牛処理状況報告(年報)

-監督実施伏況報告(年報)

-預金管理状況報告(年報)

・許可、認定等件数調(年報)

ロ安全衛生開系

-総合安全衛生管理指導結果報告(年報)

・安全衛生管理糊IJ手時等結果諏告(年報)

・計開の届出審査結果報告(年朝日)

・手数料収入印紙ちょう用実見責報告(年報)

ハ，安全関係

・特定機桝設置状況報告(年朝日)

-無災害記録証等授与状況報告(年報)

ニ労働衛生関係

-粉じん弁様指導結果親告

専 決 者

次長若しくは主務課長

11 
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専決事項

ホ賃金関係

・賃金構造基本掘十調査倍付分)

・労働災害動向調査 G主計杉子)

-委帯決況届

へ，労 災関係

・次年度用諸帳簿等印刷物所要数調

.労災保険業務統計報告

トそι他

・随寺の軽易な事項に関する報告

2.割足、照会及び回答に関する軽易な事頁 |次長若しくは主務課長(方面制署

は主務主任監督官)

3 申告、照会及び回答に関する軽易な顎 11 

4.調査の実施及び情報開斗の収集に関する軽易な事項 |主務課長若しくは主務主任監腎
ドH

日

5 軽湯な事項に関し、関係者に出席又は出頭を求める 11 

こと

6 資料印刷助等の画調及ひ喫曜に関すること 11 

7.広報に関する軽易な事項 | 

8.諸会議に関する軽易な事項 | 

9目軽易な事案の復命書査閲に関すること | 

10.職員の男j務及ひ澱務に関する軽易な事頁 11 

〔各課別事明

L 職員の各種正明に関すること | 主務課長

2 庁舎取締りに関する軽易な事項 11 

〔監賢官及び専門官関係]

1 使用停止等処分基準に該当する事項に対して労働基準|署長が指名した所属の労働基準

法第96条の 3又は労働安全衛生法第98条の規定によ陸督官、地方産業安全専門官及び

って、署長名により使用停止を命ずること |地方労働衛生専門官

2.労働安全衛生法第99条の規定による緊急措置基準 11 

に該当する事項に対して、同法第99条の規定によっ

て署長名により緊急措置を命ずること

3.厚生労働捕の主管部局の部局長又は課室長が |署長が指名した所属の職員

定めた指導文書を事期庁文は事業主に個別に交

付すること



様式第 1号(第5条関係)

電報受付送付簿

年 月 日 戸Jζ乙 者 電報局受信番号 | 発 者| 受領者印

ピザ

/、、/へノ、〆、/肉、〆--、/へ 〆、〆・、同¥;'" ~\~\~ )戸、/¥/ヘ/¥/ヘ

(注) 1 受信の場合は黒又は青字で、発信の場合は赤字で記入すること。
2 i受領者印J欄には発信の場合は業者の押印を受け、受信の場合は宛名人が押印すること。



様式第2号(第5条関係)

特殊取扱郵便物等収受簿

月 日 種 別
取扱

受取一人 差出人 書留番号等
受領

摘 要
者印 者印

現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配



様式第 3号(第 5条関係)

郵便物発送簿

発 送
件

郵便の
使用郵便切手等

月 日
名 宛 先

取扱者

種類
4庸 考

r=p 
計

〉
、、/ V ~へ)ハ~ ヘ~ぺ〈、~\/叫へ~へ/

(注) 1 宛先欄は同一件名で2件以上にわたる場合には、何々ほか何件と記入して差し支えないこと o

2 r使用郵便切手等」欄には切手の種類、葉書等の別に設けること。
3 郵便料金後納扱の場合は、 「使用郵便切手等J欄に合計金額を記入すること。
4 r取扱者印」欄には郵便物を発送した職員が押印すること。



様式第4号(第 5条関係)

郵便料金表示額記録簿

未使用印影
月 日 表 不 額

個数 金額
摘 要

A 〈 A A A い¥〆 A ¥Jハ



様式第5号(第 7条第4項関係)

署の名称

受付(施行)年月日

署の略号



様式第6号(第16条関係)

施行注意

署号欄 起 案 平

決 裁 平

施 イ'丁ー

ノ~'::: 印

標 題

署 長

成 年

成 年

平成 年 月

平成 年 月

保存期間

年

専決の種別

甲乙丙

月

月

日 印

日 印

起 案 担 当 者 職 氏 名 印

課(方面) 係、

庁内電話

ノ

日

日

番

(注)公印管理者又は公印管理担当者は決裁済であることを確認のうえ、浄書、照合の済ん
だ文書に公印を押し、公印欄に押印すること。



様式第7号(第16条関係)



様式第8号(第32条関係)

極 秘

有・無期限

年月 日から
年月 日まで

、、
30mm 

様式第10号(第32条関係)

、、

極

解

年月

30mm 

秘

除

日

ノ

ノ

lOmm 

5mm 

lOmm 

15mm 

lOmm 

様式第9号(第32条関係)

秘

|IIOmm 

指定者

有 無期限 11 5mm 

年 月 日から
11 lOmm 

年 月 日まで

30mm 

様式第11号(第32条関係)

秘解除 lOmm 

指定者 5mm 

年月 日 lOmm 

、、 ノ

30mm 



様式第12号(第35条関係)

秘密文書管理簿

整理
作成・接受

主務
第 アロ7 年月 日

番 号
年月日

課名

文 書 番 号

件

年 月 日 年 月 日
名

作 成 ・ 接 受 部 数 部

-、
秘密保全期間区分 無期限 有期限

原
稿
等

秘密保全期間 年月 日まで

の

処 秘密解除年月日 年 月 日

理

廃棄年月 日 年 月 日

固己 布 廃 棄

備 考

番号 年 月 日 配布先 受領印 年月 日

備

考



様式第13号(第35条関係)

極秘文書管理簿

整理
作成・接受

主務
第 号 年 月 日

番 号
年月日

青果名

文 書 番 号

件
年 月 日 年 月 日

名

作 成 ・ 接 受 部 数 部

秘密保全期間区分 無期限 有期限

関
秘密保全期間 年月 日まで

係
連
絡

秘密解除年月日 年 月 日
先

廃棄年月 日 年 月 日

備

考



参考様式第 1号(附則第3項関係)

収受文書台帳

文書番号 来信月日
件 名 発信者 受信者

配付先
受領印 備考

収受月日 来信番号 配付月日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 ?ロデ 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 千口T 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 アロデ 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 アロデ 月 日

月 日 月 日

第 ヲロプ 月 日

月 日 月 日

※来信月日及び来信番号とは、収受文書に記載されている文書の発出目及び発出番号を指す。



参考様式第2号(附則第3項関係)

発議文書台帳

文書番号
件 名

起案課 起案月日
発 信 者 受信者 備考

施行月日 起案者 決裁月日

第 アロプ 月 日

月 日 月 日

第 子ロヨf 月 日

月 日 月 日

第 ?ロデ 月 日

月 日 月 日

第 ?ロデ 月 日

月 日 月 日

第 アロデ 月 日

月 日 月 日

第 ヲロデ 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日



公共職業安定所文書取扱規則を次のとおり改Eする。

平成 25年 2月 15日

公共職業安定所文書取扱規則 L

目次

第 1章総員Ij (第 1条第8条)

第 2章 文書の接受、送付及び移送(第 9条一第 15条)

第 3章文書の処理(第 16条一第 23条)

第4章文書の施行(第 24条第 28条)

第 5章秘密文書の取扱(第 29条一第 40条)

第6章補 則(第 41条第47条)

附則 ・

第 1章総 則

(通則)

部内一般

愛知労働局長新宅友穏

. 1 

・4

6 

・9

1 1 

.13 

・14

第 1条 この規則は、厚生労働省行政文書管理規則(平成 23年厚生労働省訓第 20号。以

下「管理規則」としづ。)に定めるもののほか、事務処理の適正化及び能率化を図るた

め、愛知労働局管下の公共職業安定所(出張所を含む。以下「所」とし、う。)における

文書(図面及び電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認、識す

ることができない方式で作られた記録をしづ o 以下同じ。)を含む。以下同じ。)の取

扱いについての必要な事項を定めることを目的とする。

(定義)

第 2条 この規則において「行政文書」とは、所の職員が職務上作成し、又は取得した文

書であって、所の職員が組織的に用いるものとして、所が保有しているものをしづ。た

1 



だし、公文書等の管理に関する法律(平成 21年法律第 66号)第 2条第4項各号に掲げる

ものを除く。

2 この規則において「決裁文書」とは、所の意思決定の権限を有する者が押印、署名又

はこれらに類する行為(以下「押印等」としづ。)を行うことにより、その内容を所の意

思として決定し、又は確認した行政文書をしづ。

3 この規則において「文書管理システム」とは、総務省が、文書管理業務の業務・シス

テム最適化計画 (2007年(平成 19年) 4月 13日各府省情報化統括責任者 (CIO)連

絡会議決定)に基づき整備した政府全体で利用可能な一元的な文書管理システムをしづ。

4 この規則において「本所Jとは、公共職業安定所をしづ。

(文書取扱いの原則)

第3条 文書は、確実かっ迅速に処理し、がつ、常にその所在並びに処理の経過及び状況

を明らかにしておかなければならない。

2 文書は、原則としてA4判左横書きとする。ただし、法令その他特に必要と認められ

るものについては、この限りでない。

3 文書は、原本と写しとの区別を明確にしなければならない。

(文書取扱事務)

第4条 公共職業安定所長(以下「所長」としづ。)は、当該所における文書取扱主任(総

括)として、文書の取扱いに関する規則類の整備、文書の取扱いに関する事務の指導監

督、研修等の実施その他所における文書の取扱いに関する事務を総括するものとする。

2 所長は、当該本所における文書取扱主任(本所)として、当該本所における文書の整

理及び文書の取扱いに関する事務を掌握するものとし、当該本所の職員のうちから文書

取扱担当者(本所)を指名し、この規則により処理することとされた文書の取扱いに関

する事務を行わせることができる。

3 出張所における前項の規定の適用については、「所長」とあるのは「出張所長Jと、「本

所j とあるのは「出張所」と読み替えるものとする。

(備付簿冊)

2 



第5条所に次の簿冊を備える。

収受文書台帳

一発議文書台帳

一 電報受付送付簿(様式第 1号)

四 特殊取扱郵便物等収受簿(様式第 2号)

五郵便物発送簿(様式第3号)

六郵便料金表示額記録簿(様式第4号)

(電磁的記録媒体)

第6条 前条第 1号及び第2号に掲げる簿冊は、文書管理システムにより調製するものと

する。

2 前項に規定するもののほか、前条各号に掲げる簿冊は、電磁的記録媒体によって作成

することができる。

(文書の番号及び登録)

第7条 所長若しくは出張所長(以下「所長等」としづ。)又は本所若しくは出張所(以

下「所等」としづ。)あてに差し出された文書、所長等又は所等の名で施行する文書に

は所号を付け、収受文書台帳及び発議文書台11I長(以下「文書台帳」という。)に受付年

月日、所号、件名、発信者、受信者等を登録し、送付、起案、決裁及び施行ごとに年月

日その他必要な事項を記入しなければならない。

ただし、親展文書(第 12条第 2項に規定する場合を除く。)、秘密封書(所長等又

は所等あての文書(電子文書であるものを除く。)であって、封書に秘密を要する旨の

標示のあるものをし寸。以下同じ。)に封入されている文書及び秘密文書(秘密保全が

必要で、関係者以外の者に知らせてはならない事項を記載した文書(通常の文書のほか、

その他の書類、資料、図書、図表、写真、電文等記録されたすべてのものをいう。以下

同じ。)については、文書台帳への記入等は要しない。

2 文書台帳への登録は、発議文書については発議文書台帳、収受文書については収受文

書台帳に行うものとする。

3 



ただし、収受文書の処理に係る発議文書については発議文書台帳へ登録し、その備考

欄に収受文書の番号を記載するものとし、発議文書の処理に係る収受文書については発

議文書台帳の備考欄に、収受文書の番号を記載するものとする。

3 所号には、所の略字並びに「収」又は「発」の字及び収受月日又は施行月日を冠する

ものとする。

4 本所の所号に用いる略字は別表第 1により、出張所の所号に用いる略字は所長の指示

するところにより、所号の印の様式は、様式第 5号によるものとする。

(例外取扱文書)

第8条 前条の規定により所号をつけて文書台帳に登録すべき文書のうち、前条の規定に

よることを不適当と認めるものについては、所長の指示を受けて、これと異なる取扱い

をすることができる。

第2章文書の接受、送付及び移送

(文書の接受)

第9条所に送達される文書は、庶務課又は管理課(これらの課のない出張所においては

所長が指定する者とし、以下「文書主管課」としづ。)において接受する。

2 前項の規定にかかわらず、主務課(部門を含む。以下同じ。)に直接到達する文書(電

子文書を含む。)の接受については、当該主務課において行うものとする。

(封書の開封)

第 10条 封書は封筒に秘密を要する旨の表示のあるもの等を除き、所長等又は所等あての

ものについては、文書主管課が、その他のものについては主務課が、それぞれ開封する

ものとする。

(登録文書)

第 11条 文書主管課において接受した文書、 (第8条に規定する例外取扱文書、親展文書

(第 12条第2項に規定する場合を除く。)、秘密封書に封入されている文書及び秘密文

書を除く o )のうち所長等又は所等あての文書は、直ちに、所号の印を押し、文書台帳

4 



に登録して、主務課(課が置かれていない出張所にあっては担当者)に送付する。ただ

し、当該文書が電子文書である場合にあっては、所号の印を押すことを要しない。

2 前項のうち、 2つ以上の課(部門を含む。以下同じ。)の所掌にわたるものについて

は、最も関係のある課に送付するものとする。

3 第9条第2項の規定により収受した文書のうち、所長等又は所等あてのものについて

は文書主管課に送付し、第 1項の手続きに付する。

(親展文書)

第 12条 文書主管課において接受した文書のうち、所長等あての親展文書(電子文書であ

るものを除く o )は、開封することなく直ちに所長等に差し出さなければならない。

2 前項の親展文書のうち、処理を必要とするものについては、閲覧が終わった後、前条

の手続に付するものとする。

3 所長等あて以外の親展文書(電子文書であるものを除く。)にあっては、開封するこ

となく当該宛先に送付しなければならない。

(秘密封書)

第 13条 文書主管課において接受した文書のうち、秘密封書については、直ちに所長等に

差し出し、所長等がこれを開封するものとする。

(誤配文書)

第 14条 文書主管課に送達された文書のうち、誤って送達され、又は所の所管外である等

接受してはならないものがあるときは、直ちに返却、回送その他適当な措置をとらなけ

ればならない。

(特殊取扱郵便及び電報の接受)

第 15条 文書主管課において書留郵便、現金書留郵便、配達証明郵便又は内容証明郵便等

を接受したときは、第 7条に規定する登録を要するものについては所定の手続を行った

上、特殊取扱郵便物等収受簿に必要な事項を記入し、取扱者が押印等した上、主務課の

受領者(課が置かれていない出張所にあっては担当者。以下次項において同じ。)の押

印等を受けなければならない。

5 



2 文書主管課において電報を接受したときは、電報受付送付簿に必要な事項を記入し、

取扱者が押印等した上、主務課の受領者の押印等を受けなければならない。

第3章文書の処理

(起案、供覧及び決裁)

第 16条 決裁文書の起案、文書の供覧その他の文書の処理は、原則として文書管理システ

ムを用いて行い、所定の決裁を受けなければならない。

2 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる決裁文書の起案については、当該各号に

定める方法により行うことができる。

一 電子化が困難な添付文書がある決裁文書の起案その他文書管理システムを用いて行

うことが適当で、ない決裁文書の起案であって、次号に掲げるもの以外のもの 起案用

紙(様式第6号及び第 7号)又は文書管理システムから出力した起案用紙を用いて行

う方法

二 文書管理システムの利用環境に著しい制約があることにより、文書管理システムを

用いて決裁を行うことが困難な部署における起案 起案用紙(様式第6号及び第 7号)

を用いて行う方法

3 文書の供覧については、第 1項の規定にかかわらず、一斉メール送信、当該文書に直

接認印を求める等適宜の方法により行うことができる。

4 決裁文書の起案は、原則として 1の案件ごとに行うものとする。ただし、同ーの案件

について 2以上の起案を要し、当該起案を個別に行うことによって業務の効率的な処理

に支障を来すときその他適当と認められるときは、 2以上の起案を一括して行うことが

できる。

5 決裁文書には、意思決定に至った経緯、基礎的資料その他関係資料を添付して決裁を

受けるものとする。

6 決裁文書には、管理規則第 6条第 1項の文書管理者が同則別表第 1に基づき定めた「標

準文書保存期間基準」に照らして該当する保存期間を記載しなければならない。
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7 決裁文書に修正があった場合には、その経緯・経過等を記録し管理するものとする。

(専決)

第 17条 決裁を要するすべての決裁文書は、次の各号の区分により、専決の種類に関する

標示をしなければならない。

所長までの決裁を要するもの・・.• • • • • ..……・…・・・一.....甲

出張所長までの決裁を要するもの……，……ー………-ー..1fI-

次長までの決裁を要するもの・・・...…・............一ーー乙

主務課長までの決裁を要するもの…ーーーー..........……・丙

主務係長又は主務上席職業指導官(以下「主務係長等」とし、う。)までの決裁を要

するもの……・一...ー……………一...・ H ・.....・ H ・.....………丙'

2 専決事項は、別表第 2に掲げる事項とし、別表第 2に掲げる事項以外であっても同様

に軽易な事項については、所長が専決事項を追加することができるものとする。

(収受文書の処理)

第 18条 第 11条の規定により文書の送付を受けた主務課長又は担当者は、速やかに起案、

供覧その他の適宜の措置を、主務課長にあっては主務担当者にとらせ、担当者にあって

は自らこれを行わなければならない。この場合において、主務課長又は出張所長は、あ

らかじめ必要な指示を行わなければならない。また、重要なものについては所長に報告

するものとする。

2 処理方針が定型化した窓口事務に関する文書で、あって、所長があらかじめ指定したも

の又は処理台帳等が整備されているものについては、前項の規定にかかわらず処理する

ことができる。

3 主務課において送付を受けた文書のうち各種手数料等として収入印紙を貼付しである

ものについては、その金額が所定のものであるときは、これを消印し、過不足のある場

合は、当該文書提出者に返戻する措置をとるものとする。

(決裁)

第 19条 所長等(課がおかれていない出張所の出張所長を除く。)の決裁を受けるときは、
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主務課長の決裁を終えた文書(文書管理システムにより決裁を受けたものを 除く。以

下この条において同じ。)を、文書取扱担当者(本所又は出張所)に回付するものとす

る。

ただし、次長を置く所にあっては、文書取扱担当者(本所又は出張所)に回付する前

に次長の決裁を受けなければならない。

2 他の課又は部門に関係のある文書については文書取扱担当者(本所又は出張所)に回

付する前に、当該課の長又は部門の長の決裁を受けるものとする。

3 文書取扱担当者(本所又は出張所)は、第 1項の規定により文書の回付を受けたとき

は、直ちに所長の決裁を受けなければならない。

4 文書取扱担当者(本所又は出張所)は、所長等又は別表第2に掲げる専決者の決裁を

終えた文書のうち、施行を要するものについては、第4章に定める文書の施行の手続に

付するものとする。

(至急文書等の取扱い)

第 20条 急を要する文書、秘密保全が必要な文書その他特別な事情のあるものについて

は、その事案に関して十分説明できる者が持回りで決裁を受ける等迅速的確に処理しな

ければならない。

(公印印刷文書の取扱い)

第 21条 文書取扱担当者(本所又は出張所)は、公印(厚生労働省公印規程(厚生労働省

司11第 22号)に定める公印をしづ。以下同じ。)の印影を印刷した文書(合格証明書、身

分を証明する証票その他これらに類する書類を含む。以下「公印印刷文書」という o ) 

の取扱いについて、文書名、印刷部数、交付部数、回収部数その他公印印刷文書の管理

に必要な事項を記録するなど適宜の措置を講じなければならない。

2 文書取扱担当者(本所又は出張所)は、公印印刷文書を使用しようとするときは、当

該文書に一連番号を付さなければならない。

3 文書取扱担当者(本所又は出張所)は、公印印刷文書で不要となったものについて、

これを回収の上、廃棄処分に付さなければならない。
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(加除訂正)

第 22条 主務課以外において原議に重要な加除訂正をしようとするときは、主務課長に連

絡して、その同意を得なければならない。

(文書のつづり方)

第 23条 文書(電子文書であるものを除く。)の処理に当たっては、同一案件に係るもの

を一括してつづらなければならない。ただし、やむを得ない事情がある場合は、この限

りでない。

2 前項ただし書の場合においては、その旨を当該文書の欄外に記入しなければならない。

第4章文書の施行

(発送)

第 24条所から発送する文書(電子文書であるものを除く。)は、文書主管課において発

送するものとする。ただし、執務時間外に発送しなければならない文書があるときは、

あらかじめ所掌の係等の職員は文書取扱担当者(本所又は出張所)にその旨を報告し、

発送手続その他必要な事項についてその指示を受けなければならない。

2 所から発送する電子文書は、主務課において発送するものとする。

(所長等又は所等名の文書の施行)

第 25条 所長等又は所等の名で施行する文書については、第3章に定める手続によって決

裁を終えた後、文書主管課において、文書台帳に所号、施行年月日その他必要な事項を

審査し、浄書及び照合をした上、公印及び契印の押印を行い、発送するものとする。た

だし、第8条に規定する例外取扱文書及び所から発送する秘密文書については、文書台

帳への記入等を要しない。

2 前項の規定による浄書、発送のための封入及び梱包等は、主務課において行うものと

する。

3 第 16条第2項各号の規定により起案し決裁を終えたものについては、原議に所号の印

を押し、第 1項の規定により発送した文書については、主務課の施行に当たった者がそ
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の原議の施行の欄に押印した上、これを文書取扱担当者(本所又は出張所)に回付する

ものとする。

4 所長等又は所等の名で施行する文書が電子文書である場合における第 1項及び第 2項

の規定の適用については、第 1項中「浄書及び照合」とあるのは「確認」と、 「公印及

び契印の押印を行し、」とあるのは「電子署名の付与を行し、Jと、第 2項中「発送のため

の封入及び梱包等」とあるのは「発送」と読み替えるものとする。

(公印及び契印の省略)

第 26条 前条第 1項の規定にかかわらず、本省、施設等機関、外局、他の局、局、労働基

準監替署(支署)若しくは公共職業安定所(出張所)の長又は他の地方機関の長に発送

する施行文書(電子文書であるものを除く。)については、発信者名の下に I(公印省

略)Jの文字を付記することにより、公印及び契印の押印を省略することができる。

2 前条第4項の規定にかかわらず、本省、施設等機関、外局、他の局、局、労働基準監

督署(支署)又は公共職業安定所(出張所)の長に発送する電子文書については、電子

署名を省略することができる。

(記者発表)

第 27条 記者発表をする事案については、第3章に定める手続によって決裁を受け、別途

定められた広報活動の推進要綱により、局主務課と連携をとって行うこととする。また、

記者発表をした事案については、主務課において文書管理システムに記者発表等の年月

日を登録する。

2 第 16条第 2項各号の規定により起案し決裁を終えたものにおける第 1項の規定の適

用については、「文書管理システム」とあるのは「原議」と、「登録Jとあるのは「記入」

と読み替えるものとする。

(郵便及び電報)

第 28条 郵便により文書を発送するときは、郵便料金計器により年月日及び郵便料金を印

刷し、郵便料金表示額記録簿に件数、金額その他必要な事項を記入することとし、この

方法によることができない場合には、郵便物発送簿に発送年月日、使用枚数、金額その
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他必要な事項を記入するものとする。ただし、郵便料金後納扱の場合には郵便物発送簿

の記入を省略することができる。

2 電報を発送するときは、電報受付送付簿に必要な事項を記入するものとする。

第5章秘密文書の取扱い

(秘密保全の必要がある文書)

第 29条 秘密文書は、秘密保全の必要の程度に応じ、次のいずれかに区分するものとする。

([)極秘 秘密保全が高度に必要で、その漏えいが国の安全又は利益に損害を与える

おそれのある秘密をいう。

(2)秘 極秘に次ぐ程度の秘密保全が必要で、関係者以外には知らせてはならない

秘密をいう。

2 他の官公庁から接受した秘密文書については、当該秘密文書の秘密区分を尊重して、

前項の基準に従い、極秘又は秘に区分するものとする。

3 前項の場合において、他の官公庁の指定した秘密区分に疑義が生じたときは、速やか

に当該官公庁と協議するものとする。

(秘密区分の指定)

第 30条 前条の区分を指定する者(以下「指定者」としづ o )は、次のとおりとする。

([)極秘 所長

(2)秘 主務課長

2 主務課長は、当該秘密文書について極秘に区分する必要があると認めるときは、所長

に対して指定を申請しなければならない。

3 指定者は、第 1項の指定を行う場合には、当該指定を必要とする期間(以下「秘密保

全期間」という。)を併せて指定するものとする。ただし、あらかじめその期間を定め

がたいときは、この限りでない。

4 他の官公庁から接受した秘密文書に秘密保全期間が定められている場合には、当該秘

密保全期間を尊重し、前項の秘密保全期間を指定するものとする。
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5 指定者は、指定した秘密保全期間を変更し、又は秘密保全期間を指定しなかった秘密

文書について秘密保全期間を指定することができる。

6 秘密文書が指定された秘密区分に該当しなくなったときは、その指定の例により当該

指定を解除しなければならない。

7 指定者は、秘密区分の指定を必要最小限にとどめるものとする。

(秘密の保全)

第 31条 秘密文書は、他の文書と区分して取り扱い、当該秘密文書の処理に関係、ある者以

外の者には秘密の内容を漏らしてはならない。

(秘密文書の表示)

第 32条 秘密文書は、秘密区分及び秘密保全期間を表示しなければならない。この場合に

おける表示は、極秘に指定された秘密文書(以下「極秘文書」という。)にあっては極

秘印(様式第8号)を、秘に指定された秘密文書(以下「秘文書Jという。)にあって

は秘印(様式第9号)を押印することによって行わなければならない。ただし、指定者

が表示すること又は極秘印若しくは秘印を押印することを不適当と認めるときは、この

限りでない。

2 指定区分の指定が解除されたときは、極秘文書にあっては、極秘解除印(様式第 10号)

を、秘文書にあっては秘解除印(様式第 11号)を押印しなければならない。

(取扱責任者)

第 33条 主務課長は、当該主務課で作成した秘密文書の保管、配付又は送達について責任

を負うものとする。

2 秘密文書を接受した所長及び主務課長は、当該秘密文書の取扱いについて責任を負う

ものとする。

(極秘印等の管理)

第 34条 極秘印及び極秘解除印は所長が管理し、秘印及び秘解除印は主務課長が管理す

る。

(秘密文書の登録)
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第 35条 秘密文書については、主務課長が管理する秘密文書管理簿(様式第 12号)に必

要な事項を登録し、これ以外の台帳への登録は行わないこととする。

2 極秘文書については、前項によるほか、所長が管理する極秘文書管理簿(様式第 13号)

に必要な事項を登録しなければならない。

(秘密文書の作成等)

第 36条 秘密文書の作成に当たっては、当該秘密文書の作成部数を必要最小限にとどめる

ものとする。

2 極秘文書は複製してはならない。

3 秘文書は、指定者の承認を受けて複製することができる。

(秘密文書の配付等)

第 37条 秘密文書は、その作成部数及び配付先を明確にし、極秘文書にあっては、一連番

号を記入してその所在を明らかにしておかなければならない。

(秘密文書の送達)

第 38条 極秘文書は、主務課長又は主務課長が指定する者が封筒に入れて携行することに

より送達するものとする。

2 秘文書は、主務課長の指定する方法により送達するものとする。

(秘密文書の保管)

第 39条 秘密文書は、施錠可能な場所に保管しなければならない。

(秘密文書の廃棄)

第 40条 秘密文書の廃棄は、すべて焼却又は復元不可能な程度の破棄によって行わなけれ

ばならないこととし、主務課長等はその確認を行うものとする。

第 6章補則

(所号の更新)

第 41条 この規則に規定する所号については、毎日更新するものとする。

(報告)
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第 42条 所長は、定期及び随時に主務課長及び出張所長に対し文書の取扱いの状況につい

て報告を求めるものとする。

(点検)

第 43条 主務課長及び出張所長は、定期に、それぞれ当該課及び出張所の保有する文書の

取扱いの状況について点検を行うものとする。

2 主務課長(文書主管課の長を除く。)は、点検結果を文書主管課の長に報告するもの

とする。

(研修)

第 44条 所の職員の文書取扱事務に係る能力及び能率の向上を図るため、所において研修

を行うものとする。

(図面及び電子文書の取扱いの特則)

第 45条 図面及び電子文書の取扱いについては、この規則によるほか、この規則によるこ

とができないか、又はこの規則によることが適当でない事項については、所長が定める

ところによる。

(他の法令との関係)

第 46条 行政文書の取扱いに関しこの規則に規定する事項について、他の法律及びこれに

基づく命令に特別の定めがある場合は、その定めるところによる。

(文書取扱いの細則)

第 47条 この規則に定めるもののほか、所の文書取扱いに関する必要な事項は、所長が定

めるものとする。

附則

この規程は、平成 23年 9月 1日から施行する。

附則(平成 23年 11月 11日)

この規程は、平成 23年 10月 1日から施行する。

附則
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1 この規則は、平成 25年 2月15日から施行する。

2 この規則の施行の際にある所号の印については、当分の問、これを取り繕って使用す

ることができる。

3 第 6条第 1項中「文書管理システム」とあるのは、当分の問、「文書管理システム、電

磁的記録媒体又は紙」と読み替えるものとする。なお、電磁的記録媒体又は紙により調

製する場合における様式は、参考様式第 1号及び参考様式第 2号とする。

4 前項の規定により、電磁的記録媒体又は紙により調製する場合、第 7条第3項及び第

41条の規定にかかわらず、従来の方法によることができる。

5 第3項の規定により第 5条第 1号及び第 2号に掲げる簿冊を電磁的記録媒体又は紙に

より調製する場合、第 25条第 1項中「審査」とあるのは、「記入」と読み替えるものと

する。

6 第 16条第 1項中「原則として文書管理システム」とあるのは、当分の問、 「文書管理

システム又は紙」と読み替えるものとする。

15 



別表第 1 (第7条第4項関係)

公共職 業安定所の略字

公共職業安定所名 略字 公共職業安定所名 略字

名古屋中公共職業安定所 名中職 津島公共職業安定所 津島職

名古屋南公共職業安定所 名南職 刈谷公共職業安定所 刈谷職

名古屋東公共職業安定所 名東職 西尾公共職業安定所 西尾職

豊橋公共職業安定所 豊橋職 犬山公共職業安定所 犬山職

岡崎公共職業安定所 岡 崎職 豊)11公共職業安定所 豊川職

一宮公共職業安定所 一宮職 新城公共職業安定所 新城職

半田公共職業安定所 半閏職 春日井公共職業安定所 春日井職

瀬戸公共職業安定所 瀬戸職

豊田公共職業安定所 豊田職



別表第 2 (第 17条第2項関係)

1 全国統一的な取扱いが必要な事項

専 決 者

次長・部 主管課長・主管 主管係

専 決 事 項 長・出張 統括職業指導官 長

所長 -主管主任就滅

促進指導官

1 雇用保険法関係

く一般被保険者、高年齢継続被保険者及び短期雇用特例

被保険者関係>

([) 資格取得届及び資格喪失届の受理に関すること O 
(2) 被保険者となったこと又は被保険者でなくなった O 

ことの確認請求の受理に関すること

(3) 被保険者となったこと文は被保険者でなくなった O 

ことの確認及び確認の通知に関すること

(4) 任意加入に係る高年齢継続被保険者の脱退の届出 O 

の受理及び受理の通知に関すること

(5) 短期雇用特例被保険者であることの確認及び確認 O 

の通知に関すること

(6) 被保険者証の交付、再交付及び改訂に関すること O 

m 雇用保険被保険者六十歳到達時等賃金証明書及び O 

雇用保険被保険者定年時賃金証明書の受理に関する

こと

(8) 雇用保険被保険者休業開始時賃金証明書の受理に O 

関すること

(9) 間1住職証明書の受理に関すること O 

(10) 同1住職票の交付及び再交付並びに交付義務の免責に O 

関すること

(11) 離職票記載事項の訂正に関すること O 

(12) 転勤届の受理及び受理の通知に関するこ O 

(13) 被保険者氏名変更届の受理に関すること O 

(14) 受給資格(高年齢受給資格及び特例受給資格を含 O 

む。)の決定に関すること

([5) 受給資格者証(高年齢受給資格者証及び特例受給 O 

資格者証を含む。)の交付及び再交付に関すること

(16) 払込希望金融機関指定(変更)届の受理に関する O 



こと

(¥7) 受給資格者の氏名又は住所変更届の受理に関する O 

こと

(8) 失業の認定に関すること O 
(9) 認定日の変更に関すること O 
(20) 基本手当の減額に関すること O 

12 J) 委嘱及び移管に関すること O 

(22) 受給期間の延長に関すること O 

(23) 給付制限に関すること O 

(24) 個別延長給付に関すること O 
(25) 技能習得手当の支給に関すること O 
(26) 寄宿手当の支給に関すること O 

(27) 訓練延長給付の決定に関すること O 

(28) 傷病手当の支給に関すること O 
(29) 就職促進給付の支給の決定に関すること O 
(30) 教育訓練給付金の支給に関すること O 

13 J) 雇用継続給付の受給資格確認、に関すること O 
(32) 雇用継続給付の支給に関すること O 
(33) 高年齢雇用継続給付の延長に関すること O 

く日雇労働被保険者関係>

(34) 任意加入の認可に関すること O 

(35) 資格取得届の受理に関すること O 
(36) 被保険者手帳の交付、再交付及び更新に関するこ O 

と

(37) 資格継続の認可に関すること O 
(38) 受給資格の決定に関すること O 
(39) 登録領収印印影届(変更届を含む。)の受理に関 O 

すること

(40) 失業の認定に関すること O 

14 J) 失業の認定時間等の変更に関すること O 

(42) 不就労の確認に関すること O 

(43) 給付制限に関すること O 

2 職業安定法関係

11) 職業紹介事業の変更の届出に関すること O 
(2) 職業紹介事業の廃止に関すること O 
(3) 職業紹介事業の許可証の再交付に関すること O 



(4) 保証金の供託の届出に関すること O 
(5) 保証事実確認の請求に関すること O 
(6) 供託原因消滅の証明誇求に関すること O 

(7) 労働者供給事業の変更の届出に関すること O 
(8) 労働者供給事業の廃止の届出に関すること O 
(9) 労働者供給事業の許可証の再交付に関すること O 

(¥0) 職業紹介事業報告に関すること O 
(1 !) 労働者供給事業報告に関すること O 
(12) その他民営職業紹介事業等報告(年報等)に関す O 

ること

3 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者

の就業条件の整備等に関する法律関係

(!) 一般労働者派遣事業の変更の届出に関すること O 
(2) 一般労働者派遣事業の廃止の届出に関すること O 
(3) 一般労働者派遣事業の許可証の再交付に関するこ O 

と

(4) 特定労働者派遣事業の変更の届出に関すること O 
(5) 特定労働者派遣事業の廃止の届出に関すること O 
(6) 海外派遣の届出に関すること O 

(7) 事業報告書及び収支決算書に関すること O 
(8) その他労働者派遣事業関係報告(年報等)に関す O 

ること

4 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機

会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律

関係

(!) 認定組合等の行う委託募集に関する届出に関する O 

こと

(2) 労働者募集報告に関すること O 

5 林業労働力確保の促進に関する法律関係

(!) 林業労働力確保支援センターの行う委託募集に関 O 

する届出に関すること

(2) 林業労働者募集報告に関すること O 

6 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働



者の福祉に関する法律関係

(j) 認定中小企業団体の行う委託募集に関する届出に O 

関すること

(2) 労働者募集報告に関すること

7 雇用対策法(職業転換給付金)関係

(j) 給付金の支給、不支給の決定及び支給制限の決定 O 

並びにその通知に関すること

8 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支

援に関する法律関係

(j) 就職支援計画の策定等に関すること O 

(2) 就職支援計画の交付に関すること O 
(3) 就職支援措置に関する指示に関すること O 
(4) 就職支援措置の変更に関する指示に関すること O 
(5) 就職支援措置の指示の取消に関すること O 
(6) 職業訓練受講給付金の支給決定に関すること I 0 
m 特定求職者の氏名又は住所若しくは居所の変更届

の受理に関すること

(8) 事務の委嘱に関すること

2 専決者を定めない事項

事 項 名

1 業種雇用安定法関係

(1) 雇用維持等計画に関すること

(2) 失業の予防のための措置に関する計画に関すること

(3) 特例事業所の認定に関すること

2 職業安定法関係

O 

O 

O 

(1) r 1 全国統ー的な取扱いが必要な事項」として定めた専決事項以外の事項(民間需給調

整関係業務に限る)

3 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律関係

(1) r 1 全国統一的な取扱いが必要な事項」として定めた専決事項以外の事項



様式第 1号(第5条関係)

電報受付送付簿

年 月 日 JEZ ζ 者 電報局受信番号 | 発 者| 受領者印

/¥/¥/¥〆〆¥/¥/、-.../、 (\/\/、/\~\/\〆~\/へ-------\-..-/'、/\v¥Jヘ/ヘ/¥/ヘ

(注) 1 受信の場合は黒又は青字で、発信の場合は赤字で記入すること。
2 I受領者印」欄には発信の場合は業者の押印を受け、受信の場合は宛名人が押印すること。



様式第2号(第5条関係)

特殊取扱郵便物等収受簿

月 日 種 jjlJ 
取扱

受取人 差出人 書留番号等
受領

摘 要
者印 者印

現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配

現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配
現書特
包内配



様式第3号(第 5条関係)

郵便物発送簿

発 送
件 名 宛 先

郵便の
使用郵便切手等 取扱者

月 日 種類
備 考

言十
印

戸、}、、〆 \/へ~\~向、，\/\， ゾ、ゾ\レ\~. ~ { 〆ヘ ノ/¥、ノハ ../¥ノf ¥ノ/ヘ¥ノ〆

(注 1 宛先欄は同一件名で 2件以上にわたる場合には、何々ほか何件と記入して差し支えないこと。
2 i使用郵便切手等」欄には切手の種類、葉書等の別に設けること。
3 郵便料金後納扱の場合は、 「使用郵便切手等J欄に合計金額を記入すること。
4 i取扱者印」欄には郵便物を発送した職員が押印すること。



様式第4号(第 5条関係)

郵便料金表示額記録簿

未使 用 印 影
月 日 表不 額

個 数 金額
摘 要

、、

/'.../しへ 〈人~へ〈へ'"-" 〈



様式第5号(第 7条第4項関係)

所の名称

受付(施行)年月日

所の略号

O 伐玄ττぢ右勢



様式第6号(第16条関係)

施行注意

所号欄 起 案

決 裁

施 行

公 印

課・音B門

主票 題

所 長

平 成 年

平 成 年

平成 年

平成 年

豆亙麗
甲・甲F ・乙・丙・丙'

月

月

月 J 日 巨H

月 日 FP 
起案担当者職氏名印

4系、

庁内電話

日

日

番

(注)公印管理者又は公印管理担当者は決裁済であることを確認のうえ、浄書、照合の済ん
だ文書に公印を押し、公印欄に押印すること。



様式第7号(第16条関係)

え



様式第8号(第32条関係) 様式第 9号(第32条関係)

秘

極 秘 lOmm lOmm 

指定者

有・無期限 11 5mm 有・無期限 5mm 

年 月 日カ当ら
11 lOmm 

年 月 日まで
年月 日カ当ら

年月 日まで
lOmm 

l 守/¥丹、 f

、、 ノ 、、 ノ

30mm 30mm 

様式第10号(第32条関係) 様式第11号(第32条関係)

tls 秘 秘 角平 除 lOmm 

角平 除

指定者 5mm 

年 月 日 lOmm 年 月 日 lOmm 

、、 ノ 、、 ノ

30mm 30mm 



様式第12号(第35条関係)

秘密文書管理簿

整 理
作成・接受

主務
第 号

年月日
年月 日

番 号 課名

文 書 番 有固デ

件
年 月 日 年 月 日

名

作 成 ・ 接 受 部 数 音'~

秘密保全期間区分 無期限 有期限

原
稿
等

秘密保全期間 年 月 日まで

ロコ
処 秘密解除年月日 年 月 日

理

廃棄年月 日 年 月 日

固己 布 廃 棄

備 考

番号 年 月 日 配布先 受領印 年月 日

a 

備

考



様式第13号(第35条関係)

極 秘文書管理簿

整 理
作成・接受

主務
第 号

年月日
年 月 日

番 号 課名

文 書 番 ア口7 

件
年 月 日 年 月 日

名

作 成 ・ 接 受 部 数 部

秘密保全期間区分 無期限 有期限

関
秘密保全期間 年月 日まで

係
連
絡

秘密解除年月日 年 月 日
先

廃棄年月 日 年 月 日

備

考

一



参考様式第 1号(附則第3項関係)

収受文書台帳

文書番号 来信月日
{牛 名 発信者 受信者

配付先
受領印 備考

収受月日 来信番号 配付月日

第 ?ロ， 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 烹口T 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 モロT 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 アロT 月 日

月 日 月 日

第 ?ロデ 月 日

月 日
¥ 

月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

※来信月日及び来信番号とは、収受文書に記載されている文書の発出日及び発出番号を指す。



参考様式第2号(附則第 3項関係)

発議文書台帳

文書番号
件 名

起案課 起 案 月 日
発 信 者 受信者 備考

施行月日 起案者 決 裁 月 日

第 ヲロ7 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 ?ロヨf 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 ?ロ， 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 アロデ 月 日

月 日 月 日

第 ?ロ， 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 号 月 日

月 日 月 日

第 子ロデ 月 日

月 日 月 日
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